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本レポートは、VOC（揮発性有機化合物）成分ゼロの100%植物油のインクおよびFSC認証用紙
を使用し、印刷工程で有害廃液を出さない「水なし印刷方式」を採用しています。
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11熱く、高く、そして優しく

富士電機グループは、地球社会の良き企業市民として、
地域、顧客、パートナーとの信頼関係を深め、誠実にその使命を果たします

豊かさへの貢献　創造への挑戦　自然との調和

1. 独創的な技術と心のこもったサービスで、
 顧客の期待に応え、最大の満足を提供します

2. 企業の拡大発展を図り、適正な利益を確保し、
 その成果を株主、社員ならびに社会と分かちあいます

3. 社員一人ひとりを尊重し、個性を最大限に伸ばします

経 営 理 念

富士電機グループは、地球社会の良き企業市民として、地域、顧客、パートナーとの信頼関係を深め、
誠実にその使命を果たすために、ここに富士電機グループとその社員の行動憲章を定めます。
富士電機グループとその社員は、次の事項を遵守のうえ、持続可能な社会の実現に向けて、企業とし
て、そして企業人として、高い社会良識をもって行動します。

富士電機グループ企業行動憲章
1992年7月制定 2006年4月改訂

富士電機グループ各社の経営責任者は、この行動憲章の実践に向け、自らが先頭に立って行動し、グルー
プの全員に徹底するとともに、実効ある社内体制の整備を行い、また、パートナーにも積極的に周知します。
万一、法令違反行為その他この行動憲章に反するような事態が発生した場合には、自らが問題解決に
あたり、社会への説明責任を果たしながら、原因究明、再発防止に努め、厳正な処分を行います。 

富士電機グループとその社員は、自社が有する有形、
無形の財産・情報、特に知的財産や個人情報、顧客情
報の保護の重要性を十分認識のうえ、厳正に管理す
るとともに、他者の財産・情報を十分に尊重します。

８． 会社財産および情報の管理

富士電機グループの社員は、いかなるときも、業務上の
立場や業務上知りえた情報を利用して、個人の利益を
求めません。

９． 公私の区別

富士電機グループとその社員は、独占禁止法その他の
関連法令を遵守のうえ、公正な取引を行います。

７． 公正な商取引

富士電機グループとその社員は、社会に役立つ安全
で優れた製品・サービスを提供し、顧客の満足と信頼を
得ます。

６． 安全で優れた製品・サービスの提供

富士電機グループとその社員は、地球環境保護への
取り組みを積極的に推進します。

３． 環境保護

富士電機グループとその社員は、社会との協調・融和
に努め、その発展に貢献します。

５． 社会との協調・貢献

富士電機グループとその社員は、自らを取り巻く人 と々
のコミュニケーションを適切に行い、それらの人 と々の相
互理解を深めます。

４． 社会とのコミュニケーション

富士電機グループとその社員は、地域、顧客、パート
ナー、グループで働く人々その他すべての人との関係
において、基本的人権を尊重します。

２． 人の尊重

富士電機グループとその社員は、企業または企業人とし
ての行動について、国内外の法令、慣習その他すべて
の社会的規範とその精神を十分に理解し、これらを遵
守するとともに、常に高い社会良識をもって行動します。

１． 法令その他社会的規範の遵守
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化学物質管理・環境リスク管理 
製品における環境配慮 
環境コミュニケーション 
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富士電機ホールディングス株式会社
代表取締役社長

伊藤 晴夫

地球温暖化への対応

電機システム部門

17電子デバイス部門

21研究開発部門

19リテイルシステム部門
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社会の中の富士電機グループ

原子力発電設備用
放射線監視システム

燃料電池発電システム
コマンドスイッチ

水力発電設備

火力発電設備

水処理システム

地熱発電設備

風力発電設備

風力発電向けIGBT 電磁開閉器

受変電設備

プログラマブル操作表示器

インバータ（エレベータ用）パソコン向けハードディスク

パソコン向け電源用半導体

コピーマシン用感光体

冷凍・冷蔵ショーケース

電子マネー決済端末

ユニットパネル工法店舗

ノンフロン＆
ヒートポンプ式自動販売機

プログラマブルコントローラ

産業用IGBT

サーボシステム

産業用IGBT

クレーン向けインバータ
センサー

無停電電源装置

ブレーカ

電力監視システム

アモルファス太陽電池

電力供給サイド 電力需要サイド

エネルギーの「供給」と「需要」の双方を支え、
持続可能な社会の実現に貢献する、
富士電機グループ
エネルギーを“つくる”ところから、“使う”ところまで、
社会のさまざまな場面で活躍する富士電機グループの製品を紹介します。

薄型テレビ向け電源用半導体

圧力センサー

車載用半導体

ハイブリッド自動車用IGBT

駆動用インバータ

車両用モータ
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旭計器（株）
（株）安曇富士
（株）茨城富士
（株）秩父富士
鳥取電機製造（株）
発紘電機（株）
富士アイティ（株）
富士電機ITソリューション（株）
富士電機E&C（株）
富士電機インスツルメンツ（株）
富士電機エフテック（株）

（株）富士電機ガスタービン研究所
富士電機計測機器（株）
富士電機サーモシステムズ（株）
富士電機総設（株）
富士電機千葉テック（株）
富士電機ハイテック（株）
富士電機モータ（株）
富士電機モータサービス（株）
（株）日本AEパワーシステムズ※

メタウォーター（株）※

亜台富士電機社

上海富士電機開関社
富士電機（亞洲）社
富士電機機器制御 シンガポール社
富士電機機器制御 ヨーロッパ社
富士電機（上海）社
富士電機大連社
富士電機電控社
富士電機馬達（大連）社
米国富士電機社
無錫富士電機社

連結子会社   ※ 持分法適用会社

富士電機システムズ（株）　富士電機機器制御（株）

主に電力や産業向けのプラント・システム構築、工場のFAラインやインテリジェントビル
などの運転や安全を支えるコンポーネント機器やシステム製品を提供し、より良い社会
の実現に向けたインフラ構築に貢献しています。

富士電機グループの概要

持株会社としてグループ全体の最適化戦略策定と監督機能を担い、一方で中核事業会社を中心とした各事業会社に、それぞれの事業の執
行に必要な権限と責任を持たせることによって、事業会社の自己責任経営、意思決定の迅速化、各事業の競争力強化を目指しています。

富士電機ホールディングス株式会社（Fuji Electric Holdings Co., Ltd.）
1923年8月29日（2003年に純粋持株会社化）
〒141-0032 東京都品川区大崎1丁目11番2号 ゲートシティ大崎イーストタワー

http：//www.fujielectric.co.jp
連結9,221億円（2007年度）
25,634人（2008年3月末現在）

商号
設立
本社事業所

中核事業会社
富士電機デバイステクノロジー（株）
中核事業会社

富士電機リテイルシステムズ（株）
中核事業会社

富士電機アドバンストテクノロジー（株）
事業会社

電機システム部門

共通販売会社

富士電機ホールディングス（株）

タービン IGBT 自動販売機 有機ELインバータ

（株）飯山富士　（株）大町富士
富士電機松本メカニクス（株）　（株）北陸富士
シンガポール富士電機社
フィリピン富士電機社
富士国際電子社
富士電機 （深圳）社
富士電機デバイステクノロジー・アメリカ社
富士電機デバイステクノロジー 香港社
富士電機デバイステクノロジー・ヨーロッパ社
富士電機半導体 マレーシア社
マレーシア富士電機社
　

連結子会社

携帯機器、パソコン、デジタル家電､自
動車､FA産業機器など､幅広い製品･シ
ステムに搭載されている高品質の電子
デバイス製品を開発･製造・販売し、各
種製品･システムのエネルギー効率向
上に貢献しています。

電子デバイス部門

信州富士電機（株）
宝永プラスチックス（株）
（株）三重富士

連結子会社

国内トップシェアの自動販売機、電子マ
ネー決済端末などの通貨機器、冷凍・
冷蔵ショーケースなどのコールド
チェーン機器の提供を通じて、人々が
快適・便利に利用できる商空間の創造
に貢献しています。

リテイルシステム部門

富士電機グループの研究開発企業と
して、新規事業の創出や次世代を担う
基礎研究、コア技術強化などに取り組
んでいます。

研究開発部門

製造販売

富士エクサス（株）

共通サービス

富士テクノサーベイ（株）
富士電機情報サービス（株）
富士電機フィアス（株）
富士ブレイントラスト（株）
富士ライフ（株）

物流　※ 持分法適用会社　

富士物流（株）※

その他部門

URL
売上高
従業員数

九州富士電機（株）　中部富士電機（株）　東北富士電機（株）　西日本富士電機（株）　富士電機イー・アイ・シー（株）
富士電機テクニカ（株）　宝永電機（株）　北海道富士電機（株）　宝永香港社

（2008年7月現在）

※ 2008年度より機器・制御部門は電機システム部門に統合しました。

合計
連結9,221億円

合計
連結1,907億円

セグメント別売上高構成比（2007年度） 海外地域別売上高構成比（2007年度）

電機システム部門 41%

機器・制御部門 19%
電子デバイス部門 18%

リテイルシステム部門 16%

その他  6%

アジア 78.9%

欧州 9.3%

北米その他 11.8%

合計
連結9,221億円

国内・海外売上高構成比（2007年度）

国内 79%

海外 21% 500

400

300

200

100

0
2003 2004 （年度）

（単位：億円）

174

358

268

2005

410

2006

462

連結営業利益

2007

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
2003 2004 2005 （年度）

（単位：億円）

8,561 9,221
8,442 8,972

2006

9,080

2007

連結売上高

飲料自動販売機
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経営者緒言

富士電機ホールディングス株式会社
代表取締役社長

伊藤 晴夫

「持続可能な社会」の実現のために、収益性・成長性を高

める一方で、地球環境への負荷低減を図ることが企業の社

会的責任（CSR）として求められています。

富士電機グループは、中期経営計画（2006～2008年）の

中で、経済、環境、社会の視点で調和ある経営活動を行うこ

とを宣言し、これまでも「地球社会の良き企業市民」として、

地域、顧客、パートナーなどあらゆるステークホルダーとの

信頼関係を深め、誠実にその使命を果たしてきました。

本年7月に富士電機ホールディングスにCSR推進室を設

置し、社会から尊敬される企業グループを目指して、私たち

が果たすべき役割をさらに拡大していきます。

その一つは、地球温暖化問題への対応です。富士電機グ

ループには、電気を「つくる（発電する）技術」と、「使う（電力

を制御する）技術」があり、この二つの技術で地球温暖化防

止に貢献していきます。「つくる」面では、地熱発電や燃料電

池、太陽電池といったクリーンエネルギー分野での品質向

上および低コスト化を進め、社会への普及促進を図ります。

「使う」面では、さまざまな電気設備で「省エネ」の役割を果

たすインバータを、エネルギー需要の増加が著しい中国や

インドの製鉄所や製造工場へ展開することで、消費電力削

減を図ります。

同時に、事業活動に伴う環境負荷削減にも取り組みます。

富士電機グループはこれまで、生産高原単位でのCO2排出量

削減に取り組んできましたが、2008年度から新たにCO2排出

量の削減を自主目標として設定しました。2010年度CO2排出

量181,665t-CO2（2006年度比6％削減）の実現に向けて、グ

ループの工場やオフィス、物流時の省エネを進めていきます。

二つ目が、私たちが提供する製品・サービスに「安全」と

いう付加価値を加えることです。ここ数年、回転ドアやエレ

ベータの事故などを機に機械装置への安全性に関心が高

まっています。

富士電機グループでは、社会インフラ、産業、流通分野な

どでさまざまな電気設備を納入しています。人為的なミス

が起きた際にも、機械設備に自動停止機能を盛り込むな

ど、従来の「性能」「品質」に、人と機械の「安全」を加えた技

術・サービスを提供していきます。

こうしたさまざまな取り組みも、実際に行動に移すのは

社員一人ひとりであり、その集合体が企業です。私は、社会

から尊敬される企業グループであるために、社員を大切に

し、尊敬される社員を育てることが、経営の重要課題だと考

えています。

富士電機グループでは、多様な個性をもつ社員一人ひと

りがいきいきと働ける環境を整えるために、定年延長制度の

導入や女性活躍推進、障がい者の雇用促進などに取り組ん

でいます。少子高齢化が進むなか、今後は介護や育児に関

する従業員福祉の面で、社員が困っていることに対応できる

制度・仕組みの充実を図っていきます。

企業の社会的責任を語るうえで、前提条件となるのがコ

ンプライアンスです。富士電機グループでは、社員の行動指

針として「企業行動憲章」を制定し、その中で「法令その他社

会的規範の遵守」を第一に掲げています。会社が事業活動

を進めていくうえで、法令や社会ルールから逸脱すること

は、絶対にあってはなりません。

近年では、社会システムの複雑化、経済のグローバル化に

伴う海外ビジネスの拡大などにより、コンプライアンスに関

わるリスクは高まっています。富士電機グループでは、「コン

プライアンスプログラム」による社内ルール整備、監視、監

査、教育の強化を図るとともに、「企業倫理ヘルプライン制

度」の社員への徹底・活用を図っています。

なお、2008年6月10日、グループの子会社が北海道内の官

公庁が発注する水処理施設電気設備工事の入札について

公正取引委員会の立ち入り検査を受けました。富士電機グ

ループとしては公正取引委員会の調査に全面協力し、真摯

に対応していきます。

富士電機グループは、地域、顧客、パートナーなどさまざま

なステークホルダーと積極的なコミュニケーションを図って

います。特に地域社会とのコミュニケーションにおいては、社

員が富士電機グループの一員として地域イベントに参加す

るなど、社員を通じて富士電機グループを知ってもらうこと

が重要だと考えています。これは、社員にとっても、富士電機

が社会からどう見られているのか認識できるよい機会になり

ます。2008年は、各事業所地域の子供たちを対象に、社員の

参加による環境学校の開催など、地域と会社をつなぐ積極

的な取り組みを展開していきます。

富士電機グループは、社会の皆様から信頼され、尊敬さ

れる企業グループを目指して、今後も社会における役割を

最大限に果たしていきたいと思っています。

社会から尊敬される企業グループであるために

「地球社会の良き企業市民」として
 私たちが果たすべき役割を広げていく

地球温暖化防止に貢献する

人と機械の「安全」のために
ベストな技術を提供する

社員を大切にし多様性の尊重に努める
社員を通じてステークホルダーと
コミュニケーションを図る

法令・社会ルールを遵守する
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WebサイトにGRIガイドライン対照表を掲載しています。Web

●各部門の取り組みでは、「品質」「環境」をキーワードに部

門ごとの取り組みを報告しています。

●環境報告では、「事業活動と環境負荷の相関」として、各事

業部門の特徴および主な負荷削減対策と実績を示してい

ます。

●社会報告では、ステークホルダーとの関わりを、基本的な

方針、考え方と基本的な取り組みとして報告しています。

富士電機グループの持続可能な社会の実現に向けた取り

組みを「社会」「環境」の視点から報告しています。

2008年版の特徴

富士電機グループでは、社会的にも関心の高まっている「品

質」「環境」への取り組みについて特に重要と考え、これらを

意識した報告書としています。

●グループ共通の取り組みとして、「地球温暖化への対応」

について報告しています。

三つの中核事業部門および研究開発部門における「製品の品質保証／お客様の安全への貢献」「製品・工場での環境負荷低
減」に向けた取り組み事例を報告しています。

富士電機グループ全体で行っている取り組みについて、「環境」および「社会」の2側面から報告しています。

編集方針

本報告書の特徴

部門別の報告

持株会社である富士電機ホールディングスの責任として、グループマネジメント、株主・投資家への対応などに関する取り組み
を報告しています。

持株会社の報告

●グループガバナンスの
強化

●「ブレーカのトレーサビリティシステム」で
安心と安全を提供

●「放射線管理システム」により
放射線取扱施設の安全性向上に貢献

●各種機械装置の安全規格に対応する
「セイフティ推進プロジェクト」を推進

●品質活動のレベルアップに向け、
「ワールドワイドIQC発表大会」を開催

● 365日24時間体制の管理システムと定温流通で、
食品鮮度管理をサポート

●「超高温ガス炉」の実用化に向けた研究に参画

●自動車の燃費向上に貢献する
「ハイブリッド自動車用IGBT」
●国内生産事業所で温暖化防止への取り組みを強化

●「ヒートポンプ式超省エネ自動販売機」を開発

●製品への「鉛フリーはんだ」適用拡大に向けた
技術開発を推進

●コンプライアンスに
関する方針・体制

●企業倫理ヘルプライン

●リスク管理体制
●知的財産の保護
●情報セキュリティ

●株主構成
●配当に関する方針と
実施状況

●株主・投資家との対話

グループ全体の報告

GRI（Global Reporting Initiative）：「サステナビリティ・レポー
ティング・ガイドライン第3版（G3）」
環境省：「環境報告ガイドライン（2007年版）」

今回：2008年7月（前回2007年7月）
次回：2009年7月発行予定

対象：富士電機グループ全体を対象とし、環境活動に関する
報告は、連結子会社68社（海外20社）を対象としてい
ます。社会報告の「従業員とともに」では、国内連結子
会社を対象としています。

期間：2007年度（2007年4月1日～2008年3月31日）の活動
実績を中心に報告していますが、一部には活動の連
動性から、それ以前、あるいは直近の活動を紹介して
いるものがあります。

報告対象範囲・期間 参考にしたガイドライン

発行時期

報告対象組織ごとの本誌掲載項目一覧

電機システム部門

製品の品質保証／お客様の安全への貢献 製品・工場での環境負荷低減

コーポレート・ガバナンス コンプライアンス リスクマネジメント 株主・投資家とともに
P45

P13～16 P23～36

P37～44

電子デバイス部門
P17～18

リテイルシステム部門

富士電機ホールディングス（株）

P19～20

研究開発部門
P21～22

P45 P46 P40

環境報告

社会報告

環境マネジメント体制 
環境ISO14001の
認証取得の推進
グループ環境内部監査

地球への環境負荷“ゼロ”を
目指して
エコロジーバランスを追求
地球温暖化防止に関する
方針・目標 
CO2以外の温室効果ガス
（SF6など）の削減

環境配慮設計
製品含有化学物質の管理

製品の品質保証

調達に関する基本方針
調達におけるCSRの推進
グリーン調達の推進

地域貢献活動
資金協力 

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

環境マネジメント

環境会計

事業活動と環境負荷の相関

地球温暖化への対応

地球温暖化防止

製品における環境配慮

お客様とともに

サプライヤーとともに

地域社会とともに

P39

P44

P27

P34

P31

P11～12

P37～38

P41～43

P23～24

P29～30

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

P38

環境マネジメント

地球温暖化防止

資源循環

化学物質管理・
環境リスク管理

環境コミュニケーション

お客様とともに

従業員とともに

　

P24

P31

P32

P35

P33

オフィスでの取り組み

物流における
省エネルギーの取り組み

廃棄物削減の取り組み
水資源の有効利用

化学物質の管理・削減
環境リスク管理

お客様とのコミュニケーション

人権の尊重
多様性の尊重
ワーク・ライフ・バランス
人材育成
安全衛生
労働組合との関係

●年800tのCO2削減に貢献する「燃料電池発電システム」
●クリーンエネルギー需要に応える「地熱発電設備」を展開
●「電力監視システム」により生産ラインの省エネを推進

※Webサイト（http://www.fujielectric.co.jp）には冊子版では記載しきれない活動やデータ
を掲載しています。

海外を含めたグループ全体 国内グループ全体
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地球への環境負荷“ゼロ”を目指してエコロジーバランスを追求
基本的な考え方

生産時のCO2排出量6%削減を目標に設定

地球温暖化への対応

地球温暖化問題は世界中のあらゆ

る人々が知恵を出して対応すべき緊

急の課題です。とりわけ企業は来るべ

き低炭素社会の実現に積極的に関与

する義務があります。富士電機グルー

プは“エコロジーバランス”を継続的に

追求することで社会的責任を果たし

ていきます。

エコロジーバランスは富士電機の

企業活動の基本的姿勢です。すなわ

ち、生産や輸送などの企業活動で生じ

る地球への環境負荷を、当社の本業

である環境配慮型製品・サービスの

拡大によって削減することで、地球へ

の環境負荷“ゼロ”を目指すものです。

富士電機グループは、低炭素社会の実現に向けて、
地球温暖化問題に取り組んでいます。

富士電機グループは、日本経団連の

自主行動計画に参加しCO2排出原単

位削減に取り組んできました。2013年

以降のポスト京都をにらんで、2008年

度からは従来の取り組みに加えて、

CO2排出量の削減を自主目標に設定

し、取り組みを加速させます。

この取り組みによって将来の経営リ

スクを最小化できると考えており、

目標達成に向けてグループ全体で

“活エネルギー活動“を開始しています。

当社グループは事業活動に伴う環

境負荷を削減するとともに、環境に配

慮した製品・技術・サービスを提供す

ることで低炭素社会の実現に貢献し

ていきます。

そのためには、下表に示すような当

社グループのCO2削減ポテンシャルを

早急に社会に普及させることが重要で

す。また、取引先・従業員・社会への影響

力の大きさを認識し、さまざまなステー

クホルダーへの情報発信を通じてエコ

ロジーバランスの実現を目指します。

環境配慮型製品・サービスの提供

グループ共通の取り組み

ハイブリッドカー インバータコージェネレーションシステム

エネルギー使用量
（CO2換算）

エネルギー削減量
（CO2換算）

CO2 CO2

環境配慮型製品・
サービス

事業活動における
環境負荷

190,000

180,000

1990
（参考）

（年度）2006
（基準）

185,520
185,000

2010
（目標）

（単位：t-CO2）

0

目標
6%削減

2006年度のエネルギー起源CO2排出
量を基準に、2010年度までに6%削減
（2008～2010年で、約1万t-CO2を削減）

生産事業所の省エネルギー

生産事業所の省エネルギー

［事例］
●松本事業所でガスコージェネレーショ
ン設備3号機を導入

●グループの半導体工場で試験などに使
用するSF6などの温室効果ガスを削減

●計測機器の組立工場である富士電機
計測機器塩山工場でエネルギーの計
測システムを導入

物流の省エネルギー

物流・オフィスの省エネルギー　　クールビズ等国民運動への参画

［事例］
●物流拠点を首都圏6拠点から4拠点に集約
●配送ルート見直し・適正車種の利用
●積載率の向上
●デジタルタコグラフとドライブレコー
ダーの共用によるエコドライブの推進

●エコカーの導入

省エネデバイス･電子機器の開発・供給
［事例］
●エネルギー供給面では太陽光発電や
燃料電池システムなどを供給

●エネルギー需要面ではインバータなど
の省エネ機器を供給

●EuP（Energy using Products）指令に対
応したモータや外部電源などへのLCA
の取り組みや自動販売機の3Rを推進

低
炭
素
社
会
の
実
現

省エネデバイス･
電子機器の
開発・供給

エネルギー需要面

エネルギー供給面

製品使用時のCO2排出削減への貢献

低CO2排出電力供給への貢献

生産時のCO2排出削減

主要製品

太陽光発電設備

汎用インバータ

省エネ自動販売機

5.3万t-CO2

172万t-CO2

3.5万t-CO2

年間30MW設置

年間57万台設置、2.2kW、
毎日20時間稼動で推定

省エネ自動販売機に
置き換え

CO2削減量 算定条件

193,261

181,665

富士電機グループの地球温暖化対策

“エコロジーバランス”の概念図

グループCO2排出量削減目標（国内）

主要製品のCO2削減ポテンシャルの例［5年間］
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当部門は、2008年度から、電機シス

テム部門と機器・制御部門を統合し、

新電機システム部門としてスタートを

切りました。

これまで電機システム部門では、国

内外の産業や電力向けプラント・シス

テムの電気設備の供給を通じてイン

フラの構築に携わってきましたが、今

後は、器具事業を含め、機器・制御部

門が得意としてきた工場FAラインや

インテリジェントビルなどの運転や安

全を支えるコンポーネント機器との技

術的融合を通じて、これまで以上に、

お客様のシステムや設備の安全・安定

運転、製造プロセスでの品質や生産性

の向上をサポートしていきます。

当部門は火力や水力などの発電設

備、電力や産業インフラの監視制御

機器やシステムの提供を通じて、エネ

ルギーの安定供給や設備の安定稼動

を実現してきました。

これに加え、化石燃料を使用しない

地熱発電設備では、世界トップクラス

の納入実績を誇っています。また、製

造時の環境負荷が少ないアモルファ

ス太陽電池の生産、廃棄物や副生物

から取り出した水素を利用するりん酸

形燃料電池の開発など、高い技術を

基盤とした製品・サービスの提供を通

じて、持続可能な社会の実現に貢献し

ていきます。

富士電機システムズ株式会社
代表取締役社長

白倉 三德

現在、地球温暖化対策とエネルギー

安定供給の観点から、世界的に原子

力回帰の動きがあります。また、医療

技術の高度化に伴い、放射線を使用し

た検査や治療が広まっています。

こうしたなか富士電機グループは、

放射線測定技術・装置の提供を通じ

て、原子力発電所や病院など放射線を

使用する施設の安全確保に貢献して

います。例えば、放射線取扱施設で発

生する放射線を24時間連続で測定す

るシステムや、施設敷地内外の放射線

の量などを記録・監視するシステムを

提供しています。近年では、記録したこ

れらの情報がインターネット上で公開

され、施設の社会的な信頼性向上に

つながっています。

また、放射線取扱施設で働く人の安

全確保にも貢献しています。

作業者の作業中の外部被ばくや吸

入による体内被ばくを測定する装置

や、汚染されたまま施設外へ出ないよ

う全身の放射性汚染の有無を検査す

る装置を供給し、安全で適正な放射線

管理を支援しています。

電機システム部門

お客様の生産活動を支える 電力・産業インフラの安定稼動、
環境負荷低減に貢献

施設の放射線量を測定

働く人々の放射線防護に貢献

「放射線管理システム」により放射線取扱施設の安全性向上に貢献
お客様の安全のために

各部門の品質・環境への取り組み

「ブレーカのトレーサビリティシステム」で安心と安全を提供
製品の品質保証のために

富士電機の放射線測定装置

作業中の放射線の被ばくが
ないことを測定するEPD
（電子式個人線量計）

身体の表面が汚染していない
ことを測定するASMO

（全身体表面汚染モニタ）

体内が汚染していない
ことを測定するWBC

（ホールボディカウンタ）

生産ラインの各プロセスの履歴データを一元管理

二次元コード
履歴データは
二次元コードで
本体・ユニットに貼付

組立情報

接合情報
製品完成
試験情報

トレーサビリティの仕組み当部門では、主力製品である配線

用遮断器、漏電遮断器の「α-TWINブ

レーカ」について、製品1台ごとに機構

の組立履歴や性能試験履歴を管理す

るトレーサビリティシステムを確立し

ており、お客様に対して安心と安全を

提供しています。

すべての製品を対象として、過電

流・過負荷遮断機構などの性能試験

履歴、主要部品の接合の条件および

結果履歴のデータをデータベースに

蓄積し、一元管理しています。なお、履

歴データは、本体やユニットに付いて

いる二次元コードで読み取ることが

できる仕組みになっています。

電
機
シ
ス
テ
ム
部
門

電
子
デ
バ
イ
ス
部
門

リ
テ
イ
ル
シ
ス
テ
ム
部
門

研
究
開
発
部
門

環
境
報
告

社
会
報
告

各
部
門
の

品
質
・
環
境
へ
の
取
り
組
み
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下水処理場に納入されている燃料電池発電システム

「Safety」Webサイト
http://www.fujielectric.co.jp
/fcs/jpn/safety/

Web

当部門では、天然ガスや下水消化

ガスから取り出した水素を電気と熱

エネルギーに変換する「りん酸形燃料

電池（PAFC）」を国内でいち早く開発

し、省エネルギーとCO2削減を可能に

する「コージェネレーションシステム」

として、ホテル、病院、下水処理場な

ど、数多くの施設に納入しています。

2008年には、災害対応（LPガスへ切

り替え、電源をバックアップ）と水素供

給機能（コージェネレーションに加え

燃料電池自動車などへ水素を供給）

を持つタイプを市場投入します。

2007年には廃棄物や副生物から取

り出した水素を利用するPAFCの新機

種を開発しました。下水汚泥や有機

性廃棄物から生じる下水消化ガス、バ

イオガスは動植物に由来する再生可

能な循環型エネルギーであり、大気

中のCO2総量の増減には影響を与え

ません。

これらのガスをエネルギーとして有

効活用することで、PAFC1台の導入当

たり最大805t／年のCO2が削減できま

す。これは、杉の森林面積71ヘクター

ルのCO2吸収量に相当します。

海外では、さまざまな理由から地熱

発電所の建設が進められています。

例えば、脱炭素社会を目指すアイス

ランドでは、地熱発電の比率を高める

政策を進めています。また、豊富な地

熱資源を持つフィリピンやインドネシ

アでは、地熱発電の普及によって化石

燃料の価格変動に左右されにくい電

力基盤の構築を目指しています。アメ

リカやニュージーランドでも、RPS法

（電気事業者による新エネルギー等

の利用に関する特別措置法）の制定

などを受けて、再生可能エネルギー比

率を高める政策の一環として、地熱発

電を推進しています。

当部門では、1960年に小型の地熱

発電設備を納入して以来、これまでに

59台、2,390MWの納入実績を持ち、近

年では地熱発電設備の国内トップク

ラスのシェアを有しています。

当部門の地熱発電設備は、その高

効率性・高信頼性から、お客様に高く

評価いただいています。特に反動式

のタービン翼は、不純物やガスを含む

地熱蒸気を用いての運転に適してお

り、高い稼動率で運転されています。

2007年度には、地熱バイナリー発

電設備を商品化しました。

地熱バイナリー発電は、低温の地熱

蒸気によって低沸点媒体（ペンタンな

ど）を高圧で蒸発させ、タービンを駆

動させる発電方式です。従来の方式で

は経済的に実現が難しかった低温の

地熱蒸気も可能となるため、新たな需

要に応えられると考えています。

当部門では、国内業界トップシェア

を誇る電磁開閉器の生産ラインに、当

部門の省エネ支援機器を組み込んだ

電力監視システムを採用しました。

生産ラインの工程別、設備機器ごと

に使用されている電力量をイントラ

ネットで配信し、事業所内のどのパソ

コンからでも確認することができま

す。これによって、電力消費量の「見え

る化」を実現し、全員参加型の省エネ

活動を推進しています。

1990年代中頃から、欧州で機械の

安全に関する新しい動きが始まりまし

た。「機械装置は壊れるもの」「人間は

間違いを犯すもの」という前提のも

と、「安全を機械設備につくりこむ」こ

とで安全性を確保しようというもので

す。その後、2003年には機械の安全に

関する国際規格「ISO12100機械類の

安全性・基本概念・設計のための一般

原則」が発行され、機械設備の安全性

が厳しく問われる時代になりました。

日本でも、回転ドアやエレベータの

事故などを機に、機械装置の安全性

への関心が高まっています。2006年

の労働安全衛生法の改正や、2007年

の厚生労働省「機械の包括的な安全

基準に関する指針」の改正で、機械装

置のリスクアセスメントの実施が求め

られるようになり、新設・既設を問わ

ず機械装置の仕様の見直しが進んで

います。

当部門では、こうした動きに対応

し、2006年に「富士電機機器制御セイ

フティ推進プロジェクト」を設置しまし

た。このプロジェクトでは、機械類の

制御装置やプログラマブルコント

ローラをはじめ電気制御・開閉機器、

可変速駆動装置などについて安全規

格への対応を進めるとともに、お客様

への技術相談サービスの提供や機械

安全に関する情報を発信するWebサ

イトの運営などを実施しています。

このプロジェクトは、2008年から

SSP（Safety Solution Project）として、

富士電機グループ全体へと活動の幅

を広げています。

コージェネレーションシステム
を多数の施設に納入

循環型エネルギーの
有効活用にも貢献

地熱発電設備の
リーディングカンパニーとして

低温の地熱蒸気による
発電設備を開発

海外での旺盛な地熱エネルギー需要

年800tのCO2削減に貢献する「燃料電池発電システム」
お客様の環境負荷低減のために

クリーンエネルギー需要に応える「地熱発電設備」を展開
お客様の環境負荷低減のために

「電力監視システム」により生産ラインの省エネを推進
工場での環境負荷低減のために

各部門の品質・環境への取り組み

機械安全に対する要求の高まり

安全規格への対応を積極的に推進

各種機械装置の安全規格に対応する「セイフティ推進プロジェクト」を推進
お客様の安全のために

グラフ）各種電源のCO2排出量

ボイラーとのCO2削減量比較

消化ガス利用時

純水素利用時

CO2年間削減量

CO2削減貢献比率

CO2年間削減量

CO2削減貢献比率

電力監視システム概要図

各部門

電気室 生産ラインA 生産ラインB

イントラネット

コンテンツ配信

MCP-web

（注）原料の採掘から建設・輸送・精製・運用(実際の発電)・
保守などのために消費されるすべてのエネルギーを
対象としてCO2排出量を算定。

参考「世界エネルギー会議（WEC）」資料より

各種電源の1kW当たりのCO2排出量
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地球温暖化防止大賞の贈賞式

ハイブリッド車用IGBT

当部門では、電気・電子機器の電源

に近いところで多く使われるパワー半

導体を主力事業の一つとしています。

産業・インフラ分野において、工場

の生産設備や港湾クレーンなどのイ

ンバータ電源に搭載され、大幅な省電

力化に貢献しています。また機器の小

型化・低消費電力化に応えるため、

PC、薄型テレビといったデジタル情報

家電にも搭載され、常に最高レベルの

動作電力・待機電力低減を実現してい

ます。また、近年注目を集めている風

力発電といった新エネルギー分野や

ハイブリッド車などの自動車分野にも

使われ、省電力化に貢献しています。

当部門ではパソコンに搭載され

データを記憶するディスク媒体や、カ

ラープリンタ向け感光体も提供してい

ます。

これらの製品はクリーンルームで製

造しており、生産量の増大や製品の高

性能化に伴い、製造時のエネルギー

消費量が増加します。主力の松本事業

所では、エネルギー利用効率の高い

コージェネレーションシステムによる

自家発電で、総使用電力の75％（2007

年実績、前年40％）をまかなっていま

す。今後も、最小限の空間の清浄度を

高める局所クリーン化の実現など、環

境負荷低減に努めていきます。

富士電機デバイステクノロジー株式会社
代表取締役社長

重兼 壽夫

当部門では、従業員の品質意識の

啓発に向けて、海外拠点を含むグ

ループ全従業員を対象にした小集団

改善活動に取り組んでいます。この活

動は、QC（品質管理）的なものの見

方・考え方に基づいて、すべての職場

において現場レベルの課題を自発的

に発見・解決しようとするものです。

各拠点での活動成果は、毎年「ワー

ルドワイドIQC（Innovation and Quality 

Circles）発表大会」を開催して情報共

有化を図り、グループ全体で効率的な

改善活動を推進しています。

2007年度のワールドワイドIQC発

表大会は、松本事業所で6月に開催さ

れ14サークル（海外拠点から4サーク

ル）が日頃の活動成果を発表し、活発

な質疑応答が行われました。特に、日

本のものづくりマインドに触れる機会

の少ない海外拠点からの参加者から

は、多くの感嘆の声が上がりました。

当部門の松本事業所では、エネル

ギー起源のCO2削減については、

2008年1月からガスエンジン式コー

ジェネレーション設備3号機の稼動を

開始しており、年間3千tのCO2削減を

見込んでいます。

また山梨事業所では、熱交換技術

の活用によりエネルギーロスを最小

にし、2006年度からの2年間のCO2排

出削減効果は5千tに達しました。こう

した成果が認められ、山梨事業所は

2007年度の省エネ関東経済産業局長

賞を受賞しました。

2008年度は、山梨事業所で重油を

天然ガスに切り替えるとともに、温室

効果ガスを低GWP※物質に代替する

など、温暖化防止対策を強化していき

ます。

エネルギー起源以外の温暖化防止

対策としては、半導体デバイスの高圧

ダイオード試験工程で使用していた

SF6（六フッ化硫黄）の代替化に成功し

ました。SF6は温室効果ガスの中でも

GWPが高く、この代替化によってCO2

換算で年間20万tを削減。2007年9月

には、日刊工業新聞社から地球温暖化

防止大賞の優秀賞を受賞しました。

環境負荷の低い実用車として注目を

集めているハイブリッド車。当部門の

パワートランジスタ（IGBT）は、このハイ

ブリッド自動車の心臓部であるパワー

コントロールユニットの電子回路を流

れる電流のオン・オフを担う半導体とし

て使用され、このオン・オフの組み合わ

せで、モータの回転数を細かく制御し、

燃費の向上に一役買っています。

当部門のIGBTがハイブリッド車に

最初に搭載されたのは、2006年2月。

高い品質レベルが求められるなか、

すでに20万台以上を納入し、市場で

の不具合はゼロです。今後もお客様

の製品の環境負荷低減を通じて、地

球温暖化防止に貢献していきます。電子デバイス部門

最高レベルの技術で
機器の省電力化に貢献

製造工程での
環境負荷を低減

品質活動のレベルアップに向け、「ワールドワイドIQC発表大会」を開催
製品の品質向上のために

エネルギー利用の効率化を追求

温室効果ガスSF6の代替化に成功

国内生産事業所で温暖化防止への取り組みを強化
工場での環境負荷低減のために

自動車の燃費向上に貢献する「ハイブリッド自動車用IGBT」
お客様製品の環境負荷低減のために

各部門の品質・環境への取り組み

※ GWP（Global Warming Potential＝地球温暖化係数）：
地球温暖化をもたらす効果の程度を、CO2を1とした
比率で表したもの
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1,500

1,000
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0
2007年同型機 超省エネ自販機

（単位：kW・h/y）

1,555

870

従来機との消費電力比較

約44%減

ヒートポンプ式超省エネ自販機

ショーケースの冷却温度を管理

（注）従来機と比較したときのCO2削減量を杉の木の年間
CO2吸収量に換算すると、約17本に相当。

当部門の主力製品である自動販売

機においては、業界トップメーカーと

して、環境負荷対応、未成年者の喫煙

対策などに積極的に取り組んできま

した。具体的には、省エネ型自動販売

機の開発や部品のリユースを進める

ほか、たばこ自動販売機における成人

識別の本格稼動（2008年7月）に向け

た準備を行いました。

さらには、災害情報を表示したり飲

料備蓄庫の役割を果たす「災害救援

ベンダー」や「AED搭載自動販売機」な

ど、社会インフラとしての新しい自動

販売機のあり方を追求しています。

そのほか、店舗の冷凍・冷蔵ショー

ケースや通貨機器を提供しています。

冷凍・冷蔵ショーケースにおいて

は、省エネ性能の追求はもちろん、こ

れら製品単体を提供するだけでなく、

店舗全体の温度管理をすることで食

品の安心・安全と省エネをトータルに

提案する事業にも力を入れています。

また、電子マネー決済機器や自動

釣銭機といった通貨機器においても、

さらに快適・便利に買い物ができる新

しいシステムをお客様と一緒に社会

に提案していきます。

地球温暖化防止のため、缶･ボトル

飲料自販機は2002年に「エネルギー

の使用の合理化に関する法律」（省エ

ネ法）の特定機器に指定され、トップラ

ンナー方式による消費電力量削減の

具体的な目標値が定められています。

2007年には、第二次となる2012年

指定（缶・ボトル・カップ、紙容器自販

機）において、缶ボトル自販機1台当

たりの平均年間消費電力量を、2005

年比で36.3％削減とする目標値が設

定されました。

当部門では、目標値を達成するた

めに、エアコンなどに使用されている

ヒートポンプ技術と、ヒートポンプと

相性の良い冷媒を使用した「ヒートポ

ンプ式超省エネ自動販売機」を開発

しました。缶自販機の主力機種におい

て、2007年同型機と比較して44％と

いう業界トップレベルの消費電力削

減を実現しました。また、屋内設置を

考慮した静音設計により、騒音値はエ

アコンの室内機以下となっています。

今後も、人・社会・地球に優しい自

動販売機を追求し続けていきます。

当部門が提供する「店舗総合管理

制御システム」は、省エネの追求はも

ちろん、店舗設備の運転および温度

の状況を監視することで、トラブルに

即座に対応できる店舗運営を可能に

しています。

わたしたちが手に取る商品の安心・

安全のために、商品の細かい温度管

理を可能にしました。また、これに通

信を利用したネットワーク監視制御シ

ステムを組み合わせ、高いレベルの

鮮度管理を実現しました。

これにより、商品の信頼性向上に大

きく貢献しています。

さらに当部門では、店舗だけでなく

流通段階における食の安全を実現す

るため、食品の保管・搬送プロセスに

おける温度管理の強化に向けた取り

組みを進めています。

スーパーマーケット、コンビニエンス

ストア、食品宅配などの配送センター

向けとして開発した当部門の要冷商

品のピッキングシステムは、作業中の

商品温度上昇を抑制し、食卓に安心・

安全を届けるお手伝いをしています。

リテイルシステム部門

自動販売機が
「環境」「社会」の両面で貢献

商空間における
「快適・便利」を社会に提供

業界トップレベルの
省エネ性能を実現

「ヒートポンプ式超省エネ自動販売機」を開発
製品の環境負荷低減のために

365日24時間体制の管理システムと定温流通で、
食品鮮度管理をサポート

食の安心・安全の確保のために

各部門の品質・環境への取り組み

「省エネ法」で課せられる
年間消費電力量の削減

店舗総合管理制御システムによる
冷却温度情報の管理

さらなる食の安心・安全に向けて

富士電機リテイルシステムズ株式会社
代表取締役社長

西垣 博志

店舗総合管理制御システムの概念図

●運転状況監視
●省エネ運転制御
●データ管理

店舗設備運転制御 お客様チェーン本部店舗

ショーケース運転制御
●運転状況監視
●省エネ運転制御
●データ管理

当社データセンター

空調室内機 換気扇

店舗
ターミナル

照明

ショーケースA ショーケースB
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当部門はグループの研究開発部門

として、技術面から社会的責任を果た

すべく取り組んでいます。

昨今の社会の動向を見据え、「環

境」「エネルギー」「安全」をキーワード

に、アモルファス太陽電池やりん酸形

燃料電池などのクリーンエネルギー

技術の開発、エネルギー変換技術とし

てパワーエレクトロニクス技術の開

発、エネルギー有効活用のための省

エネエンジニアリング技術などの研

究開発、カード社会での安全・セキュ

リティ技術や、品質という切り口での

製品トレーサビリティの研究などを進

め、成果を世に送り出してきました。

2008年4月に原子力委員会がまと

めた原子力の技術開発方針の中で、

中長期的な取り組みとして必要性が

指摘されているのが、原子力を活用し

た水素製造技術の研究開発です。

同技術の有力候補として、超高温ガ

ス炉（VHTR)から供給される熱を利用

して、水から直接水素を高効率に製造

する高温ガス炉水素製造システムの

開発が海外で進められています。国内

でも独立行政法人 日本原子力研究開

発機構が開発を進めています。

富士電機グループもこの研究に参

画し、日本初のVHTR原子炉の炉内構

造物の設計・製作などの経験で培っ

た高温ガス炉技術をもとに、高温（約

1,000℃）の熱供給を可能とする実用

規模のVHTR原子炉概念の構築を進

めています。また、同原子炉の具体化

のために開発が必要な機器の要素試

験などにも取り組んでいます。

欧州でWEEE指令、RoHS指令が発令

された2006年以降、日本における電

子部品実装にも鉛フリー化が深く浸

透し、過酷な環境に強い「高品質な鉛

フリーはんだ」の時代を迎えています。

当部門はこうした動きにいち早く対

応して、2001年に高い接合性と信頼性

を持つ「鉛フリー5元はんだ」を開発

し、日本、ドイツ、米国で特許を取得し

ました。以来、この鉛フリーはんだをグ

ループ内に展開し、厳しい環境への適

用を強化しています。

また、当社グループは国内外約50

社のはんだメーカーに鉛フリー5元は

んだの特許を許諾し、各社の協力のも

と、世界におけるはんだの「鉛フリー

化」を推進しています。

現在、5元はんだはインバータ、電磁

開閉器、パワーデバイスなどの産業機

器部品や、自動販売機、コンピュータ、

携帯電話、デジタルカメラなどの実装

基板に使用されています。

今後も当部門では、さらなる高信頼

性に向けた「高耐熱化」や「低応力化」

など幅広いニーズに応えるべく、高度

な電気・電子機器の「心臓部」ともいえ

る基板づくりのお手伝いを通じて、広

く社会に貢献していきます。

加えて、2005年に設立した「社会科

学研究所」では、10～20年後の社会で

はどのような技術が求められるかを

検証し、基礎研究テーマを起案してい

ます。

基礎研究にあたっては、技術的な

実現性を見極めなければなりません。

そのため、テーマを掘り下げる調査探

索システムを立ち上げ、確実な成果に

結びつくように努めています。

また、社会に貢献できる研究開発

成果をいち早く出すために、国内外の

企業、大学や研究機関との共同研究

など、いわゆるオープンイノベーショ

ンの推進や、多様な人材の採用によ

るリソースの強化にも努めています。

研究開発部門

社会の動向を見据えた
研究開発を推進

将来の技術テーマを探る

VHTR原子炉の開発に参画

「超高温ガス炉」の実用化に向けた研究に参画
お客様製品の品質向上のために

製品への「鉛フリーはんだ」適用拡大に向けた技術開発を推進
製品の環境負荷低減のために

各部門の品質・環境への取り組み

原子力水素製造への期待

「鉛フリー5元はんだ」を開発 はんだの「鉛フリー化」を世界で推進

富士電機アドバンストテクノロジー株式会社
代表取締役社長

山添 勝

高温ガス炉水素製造システム

鉛フリー5元はんだの適用例

1.0

0.5

0
2015 （年度）2030

（単位：億t-CO2）

0.22

0.55

2050

1.10

VHTR原子炉使用に伴う
CO2排出削減量予測値

（注） 化石燃料による水素製造を、本技術に置き換えた場合。
原子力の革新的技術開発ロードマップ、原子力委員
会、2008のデータより。

熱化学法水素
製造プラント

実用高温ガス炉
プラント
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環境報告
環境マネジメント
富士電機グループは、地球温暖化防止、循環型社会の実現に向けて
本業を通じて社会へ貢献するため、新中期経営計画（2006年度~2008年度）のもと、
これまでに培ったコア技術をさらに進化させて継続的改善に取り組んでいます。

2007年、国連のIPCC（気候変動に

関する政府間パネル）はCO2排出量と

地球の平均気温上昇をシミュレート

し、第4次評価報告書として公表しまし

た。同年にドイツのハイリゲンダムで

行われたG8サミット（主要国首脳会議）

でも、地球温暖化問題は最重要課題

の一つとして議論され、2050年までに

世界全体でCO2を含む温室効果ガス

排出量を半減することを共通の目標と

して合意しました。

富士電機グループは、中期経営計画

（2006年度~2008年度）に基づき、本

業に環境への取り組みをビルトイン

する環境経営を推進してきました。“少

ない資源とエネルギー消費で、ムダが

なく効率的なものつくり”を目指して、

長年培ったコア技術をさらに進化さ

せ継続的改善に取り組んでいます。

地球温暖化対策においては、これま

での生産高CO2原単位削減に加えて

総量目標を設定し、工場とオフィス部

門での省エネや物流部門での取り組

みを推進しています。

環境配慮型製品においては、従来の

製品をすべて環境配慮型製品に切り替

えるとともに、業界トップの環境性能を

もつスーパーエコ商品の開発を進めま

す。また、EUなどの規制に対応した製

品含有化学物質管理体制を構築し、よ

り安全な製品の提供に努めています。

加えて、環境経営を継続していくた

めに、2007年度は、コンプライアンスプ

ログラムに基づく遵守評価と、潜在す

る環境リスクの把握を目的とした独自

のチェックリストを作成し、150項目に

わたる環境リスク評価を実施しました。

富士電機グループは、経営者はもと

より、社員一人ひとりが、株主、サプラ

イヤー、お客様、地域の方 と々のコミュ

ニケーションを充実させ、本業を通じ

て社会に貢献することが大切と考えて

います。今後も環境への取り組みを通

じて、持続可能な社会の形成に向け、

良き企業市民としての役割を積極的

に果たしてまいります。

マネジメントシステムの認証機関

に対する要求事項を規定した国際

規格の改定に伴い、国内規格JIS Q 

17021が2007年7月に告示されまし

た。JIS Q 17021では、従来のように要

求事項への適合性評価だけでなく、マ

ネジメントシステムの有効性につい

ても審査されます。

富士電機グループでは、以前から、

認証サイト単位の内部監査やサイト

を所管する環境管理部門による環境

巡回を毎年実施してきました。JIS Q 

17021にも対応し、マネジメントシス

テムの有効性をさらに高めるため、環

境関係法の遵守や環境リスク評価に

ついて独自のチェック項目を設けて確

認しています。2007年度は、水質汚濁

防止法や省エネ法、廃棄物処理法な

どを対象として、施設管理状況、作業

手順、従業員教育、測定記録など、150

項目について評価を行いました。

富士電機グループは、地球温暖化

防止のための国民運動「チーム・マイ

ナス6%」に登録し、オフィス部門でも、

省エネルギーや有効に使われてい

ないスペース・機器のムダを排除する

「ムダ取り活動」を推進しています。

富士電機ホールディングスでは、

保管文書削減、OA機器、通路や会議

室の集約などの活スペース活動を全

員参加で進め、年間41MWh(全体の

19%)の省エネルギーを達成しました。

富士電機グループが標榜する環境

経営を確実なものとするため、基本

的かつ総合的な施策を審議・決定する

「グループ地球環境保護委員会」を富

士電機ホールディングス社長直下に

組織しています。

また、上位方針の展開や新たな課

題解決に向けた取り組みの検討、グ

ループ事業会社間の情報交換の場と

して「グループ環境推進責任者会議」

を適宜開催するとともに、テーマ別課

題に対しては、必要に応じてワーキン

ググループを設け取り組んでいます。

2007年度は、CO2削減対策を強化する

ため、省エネ部会を発足させ、施策の

データベース化を図ってグループに

水平展開しています。

今後も、富士電機グループの全サ

イト（事業会社、子会社、関連会社）

は、ISO14001に基づいた環境マネジ

メントシステムに則って、環境経営ビ

ジョンを具体的な施策に落とし込み、

PDCAの管理サイクルを継続してい

きます。

国内外の製造部門と国内の販社部

門において、環境マネジメントシステ

ムISO14001の認証取得を推進してい

ます。現在は、未取得の海外製造子会

社2社が認証取得に取り組んでいます。

環境経営組織体制・組織図

富士電機ホールディングス
 社長

事業会社・子会社・関連会社富士電機ホールディングス（略称：FHC）

ワーキンググループ
（必要に応じ設置）

FHCものつくり
企画本部

（グループ環境経営
推進担当部門）

事業会社社長

事業会社所管
ISO認証取得サイト単位
（工場､子会社、関連会社）

事業会社
地球環境保護委員会等

グループ環境推進責任者会議

グループ地球環境保護委員会
（委員長：FHC環境担当役員）

委員長

推進責任者（事務局）

委員

未取得

サイト数

海外国内

取得済み

未取得

サイト数

取得済み

連結対象の
事業会社・サイト 

ISO14001認証取得状況

製
造
部
門

販
社
部
門
・
他

8

6

2

11

2

9

32

32

0

29

29

0

環境巡回における環境リスクチェック

グループ環境経営推進統括責任者
富士電機ホールディングス株式会社
取締役エグゼクティブオフィサー
辻 正敎

環境マネジメント体制

環境ISO14001の
認証取得の推進

グループ環境内部監査

オフィスでの取り組み

メッセージ

富士電機グループは、地球社会の良き
企業市民として企業の社会的責任の重
要性を認識し、地球環境保護への取り組
みを経営の重要課題の一つと位置づけ、
持続可能な循環型社会の実現のため、
次の基本方針に基づいて行動します。

1.地球環境保護に貢献する製品・技術
の提供
2.製品ライフサイクルにおける環境負
荷の低減
3.事業活動での環境負荷の削減
4.法規制・基準の遵守
5.環境マネジメントシステムの確立と
継続的改善
6.従業員の意識向上と社会貢献
7.コミュニケーションの推進

富士電機グループ
環境保護基本方針

Web Webサイトに全文を掲載しています。
Web Webサイトに「チーム・マイナス6%」に

賛同した取り組みを掲載しています。
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環境報告
環境経営の目標と実績
富士電機グループは、サスティナブルな活動を実践する企業を目指して、
中期経営計画（2006年度～2008年度）をもとに環境経営を推進しており、
グループの環境経営推進体制も定着し、着実な実績を上げています。

①CO2排出総量削減目標の設定

②3年連続ダウジョーンズ選定と日本経済新聞社 「企業
の環境経営度調査」の評価の向上

③REACH規則対応への活動開始

④150項目の監査チェックリストによる環境監査の実施

①富士電機グループの環境経営を確かなものとする
環境ビジョンの策定

②CO2排出量削減達成に向けた
エネルギーのムダ取り活動の展開

③当社グループが提供するエコ製品比率・サービスの向上

環境経営の推進 

環境経営目標と実績（2007年度）

新中期目標（2006年度～2008年度） 2010年度目標 2007年度目標 2007年度実績 評価

製品・技術・サービスの
環境負荷の低減 

環境配慮型製品の
拡大

環境配慮型技術・
サービスの拡大

地球温暖化防止

資源循環

化学物質管理

事業活動での
環境負荷の削減 

環境リスクの低減 

社会貢献活動・
環境コミュニケーションの推進 

●化学物質総排出量の削減（VOC、PRTR物質毎年5%減）
●PCB機器の無害化処理の実施
●アスベスト対策（製品、生産設備、建屋、健康被害）の
実施

●化学物質総排出量2000年度比40％減
●PCB機器無害化処理の完了（ただし、JESCOの処理計
画による）

●非アスベスト化の維持、アスベスト廃棄物処理の徹底

●環境監査による法規制の遵守徹底
●国内および海外生産事業所の土壌・地下水リスクの
低減

●国内外の事業所への環境監査の定着と法規制の
遵守維持

●グループクリーン土壌宣言

●生物多様性への取り組み（自然、絶滅危惧種の保
護、外来生物法対応）の推進

●企業市民活動の充実
●環境経営報告書のCSR報告書への進化

●社会貢献・地域の歴史・文化保護活動の定着
●CSR報告書の定着

●製品含有化学物質管理体制の構築
●新たな環境規制（EｕP指令※1、REACH規則※2）への
対応

●環境規制対応体制の定着

目標達成 　　一部未達（70%以上）　　未達（70%未満）

●環境経営度評価の向上
●「ダウジョーンズ・サスティナビリティ・インデックス」
へ継続的選出、日経環境経営度ランキング上位定着

●「ダウジョーンズ・サスティナビリティ・インデックス」選出、
日経環境経営度評価向上

●3年連続ダウジョーンズ選出。日経環境経営度評価向上（2005年
度：104位→2006年度：85位→2007年度：70位）　　　

●REACH対応準備WG活動（予備登録対象の見極め）、JAMP※4・
電機・電子業界化学物質管理専門委員会等での情報収集実施

●REACH規則への対応推進（予備登録の可否判定、業界動向等情報
収集）

●国内および海外の全連結生産会社・非生産会社の環
境経営推進体制の強化

●海外を含めた環境経営推進体制の強化 ●国内全連結会社および海外製造会社の環境ISO認証取得 ●新たに連結となった会社を除き環境ISO取得完了

●環境配慮型製品比率の拡大 ●エコ製品比率グループ生産品の70%以上 ●エコ製品認定規程の作成、定着は課題●事業会社のエコ製品認定の取り組み定着、エコ製品比率の向上

●対象事業所の製品含有化学物質管理体制構築完了　　　　　
●PFOS※3調査への対応

●RoHS指令対応製品含有化学物質管理体制の確立

●環境貢献事業の拡大（太陽光、燃料電池など）、新環
境技術の提供

●環境貢献事業の拡大、環境技術の開発促進 ●太陽光発電事業の立ち上げ●環境関連事業・サービスの拡大

●製造事業所の省エネルギーの推進（生産高CO2原
単位、毎年1%以上削減／1997年度実績基準）

●生産高CO2原単位1997年度比20%減
●CO2排出総量削減目標の達成（日本経団連自主行動
計画目標と同等の成果達成）

●エコロジーバランスの達成

●1997年度比14.9％減の29.1t-CO2/億円●生産高CO2原単位目標の達成（目標：1997年度比15.8%減）

●国内エネルギー起源CO2排出量2006年度比2010年
度6％減（富士電機デバイステクノロジーはエネル
ギー起源CO2を含む温暖化ガス（6ガス）を2000年
度比2010年度70％減）

●地球環境保護委員会で目標の承認、省エネルギー部会の設置、新
たにエネルギーのムダ取り活動（活エネルギー）開始

●グループCO2排出総量目標の設定、推進部会の設置

●オフィス部門の省エネルギーの推進
●物流部門の省エネルギーの推進

●販社へのFeSMARTの定着
●FRS特定荷主の届出提出（特定荷主No048713)、他事業会社も引
き続き活動

●オフィス事業所向け環境情報支援システム（FeSMART）の充実
●改正省エネ法対応荷主義務の対応

●ごみゼロエミッション（総排出量に対する最終処分
量1%以下）の維持、廃棄物排出量総量規制の実施

●水資源の確保（水使用量の削減、再生利用の促進）

●グループごみゼロエミッション達成宣言 ●主要10事業所でごみゼロエミッション達成●主要10事業所のごみゼロエミッションの達成

●計画に基づき東京事業所のPCB機器をグループで初めて処理●高濃度PCB機器の無害化処理計画の実行

●アスベスト含有製品の全廃、生産設備、建屋の処理完了●アスベスト含有製品の全廃、生産設備、建屋の計画的処理

●排水・廃棄物管理を主とした150項目の監査チェックリストを活用
した全事業所への環境監査実施

●環境リスクマネジメント監査の実施

●生物多様性ガイドラインの展開（緑地整備の実施）●生物多様性の取り組み展開

●地域環境フェアへの参加、行政・地域住民・NPOとの地域環境計画
の策定などの活動充実

●地域環境フェア、事業所見学などの活発化

●サスティナビリティ レポート継続発行、内容充実（製品品質と地球
温暖化を主要テーマとした）

●サスティナビリティ レポートの発行

●全社土壌リスクマップの策定、横須賀土壌対策の完了・千葉地区
の水質調査の完了（異常なし）

●土壌リスク管理計画の策定、特定物質の使用履歴の調査

2007年度の実績のポイント

※1 EuP指令：Energy using Products指令の略でエネルギーを使用する機器にエコデザイン、CEマーク表示が求められる。   
※2 REACH規則：Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals規則の略で化学物質のEU登録・管理が求められる。   

※3 PFOS：パーフルオロオクタンスルホン酸塩、POPs条約で使用禁止が議論されている。半導体等の製造に使用される物質。   
※4 JAMP：日本アーテクルマネージメント推進協議会

今後の取り組み
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環境報告
環境会計
環境経営の指標として「環境会計」を導入し、
環境保全に関わる費用と効果を定量的に把握・分析することで、
エコロジーバランスの改善につなげていきます。

環境報告
富士電機グループ環境経営対象会社・事業所
富士電機グループの連結対象会社および持分適用会社
における環境経営の状況は下表の通りです。

富士電機グループは、環境経営の

重要な指標として2000年度から「環境

会計」を導入し、環境保全に関わる費

用と効果を定量的に把握・分析してい

ます。費用と効果については、毎年、

サスティナビリティ レポートで公表し

ています。

本会計には環境省の「環境会計ガ

イドライン2005年度版」の内容を一

部取り入れるとともに、環境配慮型製

品（以下、エコ製品）の拡大を目指して

“推定的効果（顧客使用時の効果）”を

算定し、計上しています。

また、環境負荷削減に向けたエコ

製品拡大の目安として、工場の生産

に伴うCO2排出量と、エコ製品の提供

に伴うCO2排出削減量を比較する“エ

コロジーバランス”を提言しています

（P11-12参照）。

2007年度の環境保全コストは、投

資額18.6億円、費用額59.9億円で合計

78.5億円でした。環境保全効果は有価

物の売却などによる収益が15.7億円、

省エネルギーなどによる節約が1.2億

円、推定的効果が8.9億円の合計25.8

億円となりました。

今後も引き続き計画的投資の実施

やエコ製品の拡大に取り組み、エコロ

ジーバランスの改善に努めます。

環境保全コスト（2007年度）

主な内容事業活動に応じた分類
内訳合計

（前期比増減） 投資額 費用額

1.事業エリア内コスト

公害防止コスト

地球環境保護コスト 

資源循環コスト 

2.上・下流コスト 

3.管理活動コスト

4.研究開発コスト 

5.社会活動コスト 

6.環境損傷コスト 

1,589

1,228

295

66

0

16

254

－

－

1,859

2,579（＋157）

1,650（＋148）

394（＋52）

535（△43）

23（△15）

535（＋21）

4,627（＋294）

7（△1）

75（＋2）

7,846（＋458）

990

422

99

469

23

519

4,373

7

75

5,987合計

（単位：百万円）

排気、排水処理施設および騒音防止施設増強、維持管理費など

省エネルギー装置の導入、維持管理費など

廃棄物の減量化、維持管理費など

廃製品の処理費など

社員の環境教育、環境マネジメントシステム運用、
環境負荷の監視・測定、環境保全対策費

省エネルギー等の環境保全のための研究開発費

緑地保全、緑化費および環境活動支援費など

汚染土壌掘削処理費、汚染負荷量賦課金など

※ 「推定的効果」は、製品のエネルギー効率向上による製品使用時の電気代削減額を顧客の経済効果として算出したもの
で、次の計算式により求めています。
効果（円）=Σ〔（旧機種の年間消費電力量－新機種の年間消費電力量）×年間国内出荷数×電力目安単価〕（電力目安単
価:10円／kWh）
2007年度においては、自動販売機、ガス警報機、赤外線分析計、LED表示器などの機種について計上しています。

環境保全効果（2007年度）

主な内容分類 合計
（前期比増減）

リサイクルにより得られた有価物売却額

環境配慮型製品の顧客使用時のエネルギー削減費

省エネルギーによる費用削減、廃棄物処理費の削減、節水による下水道費削減など

収益

節約

推定的効果※

合計

（単位：百万円）

 1,574（＋326）

118（△127）

 891（＋105）

2,583（＋304）

生産工場
ISO14001認証取得状況  主要業態区分 

製造 販売・他
環境会計
の適用

環境負荷
データの
収集

ISO認証取得会社・
事業所所在地 認証登録日認証番号審査登録機関

富士電機システムズ株式会社 本社地区,8支社・支店
（北海道、東北、北陸、関西、中部、中国、四国、九州） 
富士電機システムズ（株）  川崎事業所 
富士電機システムズ（株）  東京事業所 
富士電機システムズ（株）  神戸事業所
富士電機システムズ（株）  熊本工場
富士電機システムズ（株）  安曇野工場 
富士電機E＆C（株）  本社地区 
富士電機総設（株） 
富士電機計測機器（株）  栃木工場 
富士電機計測機器（株）  塩山工場 
（株）安曇富士 
（株）富士電機ガスタービン研究所 
富士電機パワーサービス（株） 
富士アイティ（株） 
富士電機千葉テック（株） 
（株）エフ･エフ・シーシステムズ  新宿地区 
（株）茨城富士 
鳥取電機製造（株） 
富士電機ハイテック（株）　松本事業所 
富士電機ITソリューション（株） 
旭計器（株） 
上海富士電機開関社 
（株）日本AEパワーシステムズ  千葉地区  ★ 
富士電機機器制御（株）  本社地区 
富士電機機器制御（株）  吹上事業所 
富士電機機器制御（株）  大田原事業所 
富士電機機器制御（株）  鈴鹿事業所 
米国富士電機社  
（株）秩父富士 
富士電機エフテック（株） 
富士電機モータ（株） 
発紘電機（株） 
富士電機機器制御コリア社
富士電機機器制御シンガポール社 
富士電機電控社 
富士電機機器制御ヨーロッパ社 
富士電機（亞洲）社 
富士電機（上海）社 
富士電機大連社 
富士電機馬達（大連）社 
無錫富士電機社 
亜台富士電機社 
富士電機デバイステクノロジー（株）  本社地区 
富士電機デバイステクノロジー（株）  松本事業所 
富士電機デバイステクノロジー（株）  山梨事業所 
富士電機デバイステクノロジー（株）  中部地区
富士電機デバイステクノロジー（株）  西日本地区
（株）北陸富士 
（株）飯山富士 
（株）大町富士 
富士電機松本メカニクス（株） 
フィリピン富士電機社
富士電機半導体マレーシア社
マレーシア富士電機社
富士電機（深圳）社
富士電機デバイステクノロジー・ヨーロッパ社 
富士電機デバイステクノロジー・アメリカ社
富士電機デバイステクノロジー香港社 
富士国際電子社 
シンガポール富士電機社 
富士電機リテイルシステムズ（株）  本社地区 
富士電機リテイルシステムズ（株）  三重事業所 
富士電機リテイルシステムズ（株）  埼玉事業所 
信州富士電機（株） 
宝永プラスチックス（株） 
（株）三重富士 
富士電機ホールディングス（株）
富士電機アドバンストテクノロジー（株） 
富士電機EIC（株） 
宝永電機（株） 
西日本富士電機（株） 
中部富士電機（株） 
九州富士電機（株） 
北海道富士電機（株） 
東北富士電機（株） 
富士電機テクニカ（株）
富士ライフ（株） 
富士電機フィアス（株） 
富士電機情報サービス（株） 
富士電機ブレイントラスト（株） 
富士物流（株）  ★
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東京都品川区（本社）、ほか

神奈川県川崎市
東京都日野市
兵庫県神戸市
熊本県玉名郡
長野県安曇野市
神奈川県川崎市
東京都中央区
栃木県那須烏山市
山梨県甲府市
長野県安曇野市
（川崎事業所内）
（川崎事業所内）
東京都立川市
千葉県市原市
東京都渋谷区
茨城県下妻市
鳥取県鳥取市
長野県松本市
東京都中央区
福島県伊達郡
中国・上海
千葉県市原市
東京都中央区
埼玉県鴻巣市
栃木県大田原市
三重県鈴鹿市
アメリカ・ニュージャージー
埼玉県秩父郡
（吹上事業所内）
（鈴鹿事業所内）
石川県松任市
韓国・ソウル
シンガポール
台湾
ドイツ・オッフェンバッハ
中国・香港
中国・上海
中国・大連
中国・大連
中国・無錫
台湾・桃園
東京都品川区
長野県松本市
山梨県南アルプス市
愛知県名古屋市
大阪府大阪市
富山県滑川市
長野県飯山市
長野県大町市
（松本事業所内）
フィリピン・ラグナ
マレーシア・ケダ
マレーシア・ケダ
中国・深圳
ドイツ・フランクフルト
アメリカ・ニュージャージー
中国・香港
台湾
シンガポール
東京都千代田区
三重県四日市市
埼玉県鴻巣市
長野県上田市
三重県鈴鹿市
三重県四日市市
東京都品川区
東京都日野市
東京都中央区
大阪府大阪市
大阪府吹田市
愛知県名古屋市
福岡県福岡市
北海道札幌市
宮城県仙台市
東京都板橋区
東京都品川区
東京都品川区
東京都渋谷区
東京都品川区
東京都港区

JACO（日本環境認証機構）

JACO
JACO
JACO
JACO
JQA（日本品質認証機構）
JQA
JQA
JQA
JQA
JACO
JACO
JACO
JMA（日本能率協会）
JACO
JACO
JET（（財）電気安全環境研究所）
JSA（日本規格協会）
JACO
JQA
JET

JACO
JET
JET
JET
JACO

JET
JET
JACO
LRQA（ロイドレジスター）

LRQA
CQC（中国質量認証中心）
CQC
EQAICC（EQA国際認証センター）
BV
BV
BV
BV
BV
BV
JACO
JACO
BV
TUV

EQA UK
DNV

IQNet and QMI

JACO
JACO
JACO
JACO
JACO
JACO
 JACO
各事業所に分散
JET
JET
JACO
JQA
JET
MSA（マネジメント評価センター）
JET
JET
JACO
JACO
JACO
JACO
JET

EC97J1059

EC97J1177
EC97J1059
EC97J1061
EC08J0040
JQA-EM2492
JQA-EM4444
JQA-EM5731
JQA-EM2924
JQA-EM2492
EC00J0097
EC97J1177
EC97J1177
JMAQA-E687
EC97J1229
EC03J0120
E04-401
EC98J1181（移行中）
EC01J0169
JQA-EM5776
E03-394

EC97J1229
E05-515
E99-116
E97-036
EC98J2011
E05-501
E03-365
E99-116
EC98J2011
JBC4002132

C032009
00107E20567R0M/2100
09-2001-0168
EA060451
374765
374765
374765
374765
374765
293214
EC99J1164
EC99J1092
374765
951 05 3098

2725
1342-1999-AE-RGC-RvA

CA-CERT-0016090-1047637

EC00J0129
EC97J1001
EC2J0310
EC00J0060
EC05J0290
EC97J1001
EC05J0215

E01-237
E00-155
EC05J0289
JQA-EM3369
E05-522
MSA-ES-534
E05-521
EC05-501

EC05J0215
EC03J0224
EC05J0215
E01-223

2006. 2

1998. 1
1997. 8
1997. 8
2008. 6
2002. 7
2004. 12
2007. 3
2003. 1
2002. 7
2000. 9
1998. 1
1998. 1
2007. 3
1998. 3
2003. 9
2004. 4
1999. 3
2001. 11
2007. 3
2004. 3

1998. 3
2006. 3
1997. 3
1998. 3
1995. 12
2006. 2
2003. 12
1997. 3
1995. 12
2003. 4

2004. 2
2007.10
2005. 9
2006. 8
2005. 6
1998. 6
1998. 6
2005. 6
2005. 6
2000. 12
1999. 12
1999. 10
1998. 6
2005. 2

2004.11
1999. 1

2005. 11

2000. 10
1997. 4
2001. 3
2000. 7
2005. 12
1997. 4
2005. 10

2002. 1
2000. 12
2005. 12
2003. 9
2006. 3
2006. 6
2006. 3
2006. 2

2005. 10
2003. 12
2005.10
2001. 12

■印は環境ISO認証取得対象会社（海外販社・他のみ）以外を示します。
★印は持分法適用会社を示します。
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（2008年7月現在）
（ISO14001認証取得状況［データベース］）環境経営対象会社・事業所の一覧2007年度の実績

当社グループの環境会計は環境省の環

境会計ガイドラインをベースに独自の

算定方式を設定し、環境保全コストと効

果を算出しています。
●環境保全対策に伴う経済効果（貨幣

単価）の把握は、年度内にフルに抽出

できた確実な根拠に基づいて算出さ

れる経済的な「直接効果」と、環境配

慮製品が顧客にて使用された場合の

エネルギー削減効果を貨幣換算した

「推定的効果」により算出しています。

2007年度は集計機種を拡大し、缶自

動販売機、カップ自動販売機、赤外線

分析計、ガス警報器、LED表示器など

の機種について計上しています。
●設備投資の減価償却は法定耐用年

数を適用し、定額法で残存簿価をゼ

ロとして計算しています。設備投資に

伴う効果は法定耐用年数期間にわた

り計上しています。ただし、2000年度

以前の環境保全を目的とした設備投

資については、さかのぼっての把握は

していません。

環境会計算定の考え方

各
部
門
の

品
質
・
環
境
へ
の
取
り
組
み

電
機
シ
ス
テ
ム
部
門

電
子
デ
バ
イ
ス
部
門

リ
テ
イ
ル
シ
ス
テ
ム
部
門

研
究
開
発
部
門

環
境
報
告

社
会
報
告

27 サスティナビリティ レポート 2008 28富士電機グループ



INPUT OUTPUT環境負荷の特徴

社会インフラや産業インフラに
関わる製品をつくっており、
環境貢献製品の
製造と販売拡大が重要。

インバータや電力監視機器など、
省エネ製品の生産に伴う
電力使用量の低減が大切。

先端技術を駆使してクリーンな環境で
製品を生産するので、
資源を有効に利用し、
どれだけ環境負荷を
減らせるかが大切。

24時間使い続ける製品だから、
製品の省エネ性能が重要。

電機システム部門

電子デバイス部門

リテイルシステム部門

新エネルギー関連製品の
開発・販売（太陽電池／燃
料電池など）
環境配慮製品の開発・販売
（エコ配電盤／UPSなど）
環境測定機器の開発・販売
（ガス分析／情報システム
など）

●

●

●

エネルギーの見える化に
よるムダの発見と削減
エネルギーの全体制御か
ら分割制御への転換
インバータ化

●

●

●

CO2排出量を減らしたもの
づくり
資源を無駄にしないもの
づくり
有害な物質を使用しない、
出さないものづくり

●

●

●

省エネ製品の開発・販売
（自動販売機／電子マネー
決済端末／冷凍・冷蔵
ショーケース／ユニットパ
ネル工法店舗）

●
ユニットパネル工法店舗

自動販売機

電子マネー決済端末

冷凍・冷蔵ショーケース

薄型テレビ用半導体

HDDレコーダー用ハードディスク

プログラマブルコントローラ

電磁開閉器

プログラマブル操作表示器

インバータ

電力監視システム

パソコン用電源用ＩＣ

コピーマシン用感光体

燃料電池

製品

製品

自部門

自部門

無停電電源装置

発電設備

太陽電池
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排水量
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その他の環境負荷物質の
排出量

廃棄物発生量

20062005 （年度）2007

（単位：GWP※千t）

198

CO2以外の温室効果ガス
排出量
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※ GWP：地球温暖化係数。温室効果ガスの地球温暖化をもたらす程度をCO2を1とし
た比率で表したもの。
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主な負荷削減対策と実績推移
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CO2排出量／売上高原単位
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自動販売機1台当たりの
平均年間消費電力量

2000

2,617
（加重平均値）

2005

（達成値）
1,642

2012

（目標値）
1,046
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（年度）

エコ配電盤の従来機・現在機
の環境負荷比較

従来機（2004） 現在機（2005）

（単位：kg-CO2）

（単位：t）

廃棄物最終処分量

主要素材

鉄

非鉄

プラスチック

ゴム、他

73,000

9,800

6,000

200

非エネルギー
起源CO2
エネルギー
起源CO2

売上高原単位

素材製造
リサイクル

使用
その他

2005

682

0.621

2006

456

0.393

2007

493

0.390

372

30,439
27,219

29,338

エネルギー使用量
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11,000

10,500

0

（単位：万kWh）

11,027

10,743 10,784

電気エネルギー 化石エネルギー
（原油換算）

エネルギー生産高原単位

0

392

279

-505-604

2,547
1,635

8081,024

（年度）2005 2006 2007
0

13.0

（単位：t-CO2／億円）

環境報告
事業活動と環境負荷の相関
富士電機グループは、さまざまな事業活動を通して資源・エネルギーの効率的利用や廃棄物削減に努めています。
また、製品やサービスのライフサイクル全体にわたる環境配慮の取り組みを積極的に進めています。
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環境報告
地球温暖化防止
富士電機グループは、地球温暖化防止への取り組みを経営の重要課題と位置づけ、
事業所での省エネルギーや社会に向けた省エネルギー製品・サービスの提供、輸送時のエネルギー削減など、
さまざまな側面から環境負荷の削減に取り組んでいます。

環境報告
資源循環
“大量生産・大量消費・大量廃棄”から脱却し、
3Rの推進をはじめとする循環型社会の実現に向けた取り組みが求められるなか、
富士電機グループは、廃棄物の循環利用に向けた「ごみゼロ」や水資源の有効活用を推進しています。

富士電機グループは、電機・電子4

団体の自主行動計画に参加し、「2010

年度まで1997年度の生産高CO2原単

位を基準に対前年度比1%以上削減」

という自主目標のもと、エネルギー起

源CO2排出原単位の削減に取り組ん

できました。

なお、2008年度からは京都議定書後

の枠組みをにらんで、原単位に加えて

新たに総量削減目標を設定しました。

この目標では、2006年度のCO2排出

量を基準として、2010年度に6%削減

と設定しました。これは日本経団連の

自主行動計画（2010年度にCO2排出

量を1990年度以下とする）に整合した

ものとなっています。

また、富士電機デバイステクノロ

ジーでは、温室効果ガス（CO2を含む6

ガス）を対象に、2000年度の排出量を

基準として2010年度に70%削減とい

う高い目標に挑んでいます。

富士電機グループは、6ガスの中で

最も温室効果が高いSF6について、重

電製品のガスレス化によって排出ゼ

ロを達成し、現在は、半導体製造設備

に使用するSF6について重点的に削減

を進めています。

物流分野においては省エネ法が改

正され、荷主企業におけるエネルギー

使用量の把握と合理化が義務づけら

れました。

富士電機グループでは、物流に伴

う環境負荷を把握するため“グループ

荷主義務ガイドライン”を展開、環境

経営情報支援システム（FeSMART）

でデータ把握を実施しています。

なお、グループ企業では自動販売機

などの生産を行っている富士電機リ

テイルシステムズが特定荷主に指定

されました。

水資源は資源循環型社会の構築に

欠かせない要素の一つです。現在、日

本を含め世界184ヶ国が加盟する「生

物多様性条約」に基づいて策定され

た国家戦略の中でも、生態系保全に

向けて水環境をはじめとする自然環

境の再生・修復が求められています。

富士電機グループは、「生物多様性

ガイドライン」のもと、水使用量と排水

量の削減、また排水水質の管理強化

を重点目標として取り組んでいます。

富士電機グループは、総排出量に

対する最終埋立処分量の比率を1%以

下とする「ごみゼロ」を目標に、連結対

象の国内全事業所で廃棄物のリサイ

クルを推進してきました。

「ごみゼロ」の目標は2004年度に達

成しており、以降も継続して目標を上回

る成果を上げています。2007年度は、

総排出量が前年度とほぼ同じ29,338t

でしたが、最終処分量は72tとなり、最

終処分比率は0.2%と前年度の0.5%か

ら大幅に減らすことができました。
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TOPICS

自動販売機やショーケースの輸送に伴う省エネを推進
富士電機リテイルシステムズでは、主力商品の自動販売機やショーケースは

90%が金属の重量物であり、製品重量×輸送距離で年間約4,900万t・キロの物

流負荷がかかっており、特定荷主に該当しています。このため、1幹線輸送車両

の大型化による便数削減、2運送ルート見直しによるルート効率向上を推進し、

今後5年間で毎年1%の物流における省エネに取り組んでいきます。

（注1） 本データは当社グループの国内連結製造子
会社の数値を集計。

（注2） 生産高は原則、実質生産高（物価下落分を補
正）でなく名目生産高を使用。

（注3） 電力CO2排出係数（受電端）は電気事業連合
会の目標（1990年基準に2010年に20%削減）
を加味した係数を推定し使用（2007年度は
3.43t-CO2／万kWh）。

（注4） 海外のエネルギー換算係数、電力換算係数
についてはJEMA（日本電機工業界）Webサ
イトに掲載のデータ（V3.2006.6）を使用。

2007年度：
226GWP千t

CO2以外の温室効果ガス
排出量の内訳

SF6 163

HFC 2

PFC 61

（単位：GWP千t）

2006年度

CO2排出量物流負荷

9,316万t・キロ 13,881t-CO2

8,087万t・キロ 13,750t-CO22007年度

物流における環境負荷

TOPICS

深圳の工場に生活排水処理施設を導入
富士電機（深圳）社では、工場敷地外への排水の

水質を向上するため、2007年10月に生活排水

処理施設を新設しました。工場、従業員宿舎、食

堂などから出る生活排水を一括集中処理してお

り、下水道放流基準よりも厳しい河川放流基準

に準拠した処理施設となっています。また、2008

年4月の正式稼動にあわせて常時監視設備を導

入し、処理水質の安定化に努めています。

設備段階から3Rを意識した自動販売機づくりを推進
富士電機リテイルシステムズは、自動販売機の

ライフサイクルという視点から、環境に配慮した

設計・製造に取り組んでいます。省エネルギー

性を重視するだけでなく、長期使用を可能にす

ることで資源削減（リデュース）に貢献するほか、

廃棄する際に分解しやすくすることで原材料と

して再資源化（リサイクル）できる製品づくりを

進めています。このほか、再塗装などによる

再使用（リユース）も推進しています。

生活排水処理施設

リユースのための再塗装作業
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「サスティナビリティレポート2007」では、2006年度
実績の数値を国内 192,927t-CO2、海外製造子会社
69,725t-CO2としておりましたが、上記グラフが正し
い数値です。ここにお詫びして訂正いたします。

廃棄物削減の取り組み 水資源の有効利用地球温暖化防止に
関する方針・目標

CO2以外の温室効果ガス
（SF6など）の削減

物流における
省エネルギーの取り組み
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環境報告
化学物質管理・環境リスク管理
化学物質管理・環境リスク管理は地球温暖化防止、資源循環とともに環境保全活動の三本柱です。
富士電機グループでは、現在使用している化学物質の排出を極力低減するとともに、
過去に使用したPCBなどの安全な処理に努めています。

環境報告
製品における環境配慮
富士電機グループでは、環境方針の第一項目に「地球環境保護に貢献する製品・技術の提供」を掲げ、
環境経営の取り組みの中でも重要視するとともに、
独自の認定制度のもと、環境配慮型製品の拡大に努めています。

当社グループは、揮発性有機化合物

（VOC）大気排出量、PRTR法対象物質排

出量のいずれも2010年までに2000年

度比40%削減することを目標に対策を

進めています。VOCについてはすでに

削減目標を達成していますが、PRTR法

対象物質はこのままでは目標の達成が

難しく、今後の対策を加速していきます。

1998年から土壌・地下水調査を開

始し、すべての所有地の汚染状況把

握に取り組んできました。現在、浄化

を継続している4事業所では新たな浄

化技術の導入を検討し、早期に浄化

を完了するよう取り組んでいます。ま

電気・電子機器に含まれる特定有害

物質の使用制限（RoHS指令）を継続

的に遵守するには、管理体制の構築

が欠かせません。富士電機グループで

は、RoHS指令適合製品（自主的取り組

みを含む）を扱う事業所は管理体制を

構築し、自己適合宣言をしています。

2007年度は管理の高度化を図るべ

く、内部監査員のブラッシュアップ研

修、事業所間の相互監査などを実施し

ました。また、毎年実施している全社

セミナーでは先進企業の監査状況、

RoHS指令不適合事例を紹介し、管理

体制の改善につなげています。

今後は管理ガイドラインのレベル

アップを図るともに、この管理体制を

ベースにREACH規則に対応してい

きます。

富士電機グループの製品は、発電

プラントなどの社会インフラ設備から

半導体部品まで、製品の大きさだけ

ではなく、その環境配慮の観点も大き

く異なっています。「省エネ」「省資源」

「化学物質削減」を基本に、各工場で

はそれぞれの製品特性に応じた製品

アセスメント基準を設け、製品の環境

配慮設計を進めています。

ライフサイクルアセスメントを用い

た製品評価は、自動販売機でいち早く

取り組みを始めましたが、最近では配

電盤、インバータ、モータなどの産業機

器への展開を図っており、自動販売機、

配電盤は、（社）産業環境管理協会が運

営するエコリーフを取得しています。

今後も環境配慮設計を推進し、特に省

エネに注力していきます。

た、2007年度、新たに発生した水質汚

染事故はありません。

PCB使用機器は厳重に保管、管理し

ていますが、2007年度には日本環境

安全事業（株）（JESCO）への最初の委

託処理を実施しました。また、事業所

担当者による処理手続き・契約などの

勉強会、JESCO東京事業所の見学会を

実施しました。

富士電機グループアスベスト対策方

針により、すべての生産製品のアスベ

スト含有禁止、設備および建屋につい

ての非アスベスト対策（飛散性アスベ

スト対策）を完了しました。今後は廃棄

処理に重点を置いた「アスベスト含有

製品の廃棄物処理ガイドライン」を作

成し、廃棄物対策に備えていきます。
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TOPICS

横須賀で土壌浄化を完了
富士電機アドバンストテクノロジーは、横須賀で「土壌汚染対

策法」および「神奈川県条例」

で指定された環境基準値を超

過したことから、2007年1月に

横須賀市へ報告するとともに、

浄化工事を進め、2008年2月に

土壌浄化を完了しました。

高濃度PCB処理を開始
富士電機システムズの東京工場は、JESCO東京事業所と高

濃度PCB使用機器の処理委託

契約を結び、富士電機グルー

プの第一号として、2008年1月

に無事、無害化処理を完了さ

せました。

土壌・地下水浄化工事

消費量 
184.7t

除去処理量 58.0t公共用水域への排出 0.5t

大気への排出 331.6t

リサイクル量 103.4t
事業所外への移動 76.4t

下水道への移動
4.1t

取扱量 758.6t

PRTR法対象物質マテリアルバランス

高濃度PCB使用機器の搬出

●（社）産業環境管理協会などの第
三者評価

●省エネ性、リデュース、リユース、
リサイクル、処理容易性、グリー
ン包装、環境親和性、環境保全
性、生産・試験・物流の負荷低減、
情報提供
●地球環境への直接・間接貢献技
術・サービス

スーパー
エコ製品・
技術・サービス

エコ製品・技術・サービス

従来製品・技術・サービス

各事業会社独自の認定

富士電機グループ
地球環境保護委員会での認定

業界トップランナー

各事業会社のグリーン評価基準

環境配慮型製品の認定制度（概要）

建物の外装や内装を工場でユニット化し、現地で組
み立てる工法を採用している富士電機リテイルシス
テムズの「エコロユニット」は、工期短縮、店舗のリ
ユースや廃材のリサイクルを通じた環境負荷低減を
コンセプトにした商品です。

富士電機システムズの軽くて曲がる太陽電池
「F-WAVE」は、現在主流の結晶系シリコンを使った
太陽電池に比べて、製造時における環境負荷が少な
いことも特徴の一つです。

環境配慮設計化学物質の管理・削減

VOC・PRTR法対象物質の削減

環境リスク管理

土壌・地下水汚染の防止

PCBの無害化処理

アスベスト対策

製品含有化学物質の
管理

下記の環境配慮型製品については各

事業部門の取り組みのページをご覧く

ださい。
●放射線管理システム 
●燃料電池発電システム 
●地熱発電設備
●電力監視システム 
●店舗総合管理制御システム 
●ヒートポンプ式超省エネ自動販売機

●鉛フリーはんだ

P14

P15

P15

P16

P20

P20

P22

環境配慮型製品

各
部
門
の

品
質
・
環
境
へ
の
取
り
組
み

電
機
シ
ス
テ
ム
部
門

電
子
デ
バ
イ
ス
部
門

リ
テ
イ
ル
シ
ス
テ
ム
部
門

研
究
開
発
部
門

環
境
報
告

社
会
報
告

33 サスティナビリティ レポート 2008 34富士電機グループ



環境報告
環境コミュニケーション
富士電機グループは、各事業所がそれぞれの事業内容などを踏まえ、
省エネルギー活動や地域活動への参加など、
環境負荷低減のためにできることに自主的に取り組んでいます。

富士電機デバイステクノロジーの

グループ会社として半導体製品の製

造を担っている大町富士（長野県大

町市）が「平成19年度エネルギー管

理優良工場等」中部経済産業局長賞

を受賞しました。今回の受賞は、過去

3年間のエネルギー管理への取り組

みが評価されたものです。

同社は10年前から省エネルギー

に取り組んでおり、取り組み開始時と

売上高原単位指標で比較すると、電

力は40%、化石燃料は70%と、それぞ

れ大幅に削減しています。

富士電機デバイステクノロジーの電

子デバイス研究所・分析技術グループ

は、RoHS指令への対応として、2007年

9月に試験所の国際標準規格である

ISO／IEC17025の認定を取得しました。

この認定取得によって、同試験所の

分析データ（認定範囲）は、国際的に通

用する信頼性の高いものとして、お客

様に提供できるようになりました。

富士電機機器制御の吹上事業所

では、地球温暖化対策の一環として

埼玉県が推進している「エコライフ

DAY」に2006年から参加していま

す。エコライフDAYとは、生活の中で

CO2削減につながる項目をまとめた

チェックシートを見ながら、省エネ・省

資源など環境に配慮した1日を送ろう

という運動です。

2007年度は12月に実施し、従業

員の家族も含む1,271名が参加し、

1,127kgのCO2削減を実現しました。

富士電機計測機器の塩山工場は、

2007年度、（社）日本電気協会・電気

使用合理化委員会が主催する工場見

学会の対象となりました。この見学会

は、同工場が「平成18年度エネルギー

管理優良工場等」として関東経済産業

局長賞を受賞したことを受けて実施

されたものです。

見学会は60社、70名を超える企業・

団体のお客様に来場いただき、電力

測定・空調デマンドを組み合わせた独

自の省エネシステムを紹介しました。

TOPICS　海外事業所での取り組み

【中国】　地域の公園で「ごみ拾いハイキング」を実施
無錫富士電機社では、「地球環境保護を積極的に推進し、地

域社会に貢献する」ための活動の一つとして、2007年5月に、

会社と組合の共同主催で、無錫市錫恵公園一体の「ごみ拾

いハイキング」を開催しました。従業員119名が全員参加し、

約3時間の山歩きで約19kgのごみを集めました。2008年度

も実施する予定です。

【マレーシア】　周辺水環境の清掃やリサイクルを推進
マレーシア富士電機社は、社内の環境保護活動の一環として

「River Ranger活動」を実施しました。この活動は、従業員53

名が2007年1月から2ヶ月間にわたって、会社周辺3箇所の水

環境の水質チェックと清掃活動を行うというものです。

また、7月からの2ヶ月間はリサイクルキャンペーンを実施

しました。従業員が、家庭から不要な古紙、ダンボール、空

き缶、空き瓶、衣料など、再利用可能な資源を集め、社内に

設置した4箇所の箱で回収しました。その結果、総回収量

4,613.4kgの資源をリサイクルセンターに売却し、その資金

のすべてを慈善団体に寄付しました。

このほかにも、同社では献血活動や環境に関する講演会や

表彰などを実施しており、今後も社会や環境に配慮した取り

組みを積極的に進めていきます。

集めたごみの中には、観光客が捨てたお菓子の袋やペットボトルなどが
多くみられました。

参加した社員全員の集合写真

リサイクルキャンペーンの様子

大町富士の表彰式の様子

ISO／IEC17025の認定を取得した試験所

コミュニケーション事例

大町富士が
省エネ優良工場として表彰

チェックシートの項目（抜粋）
（  ）の数字は1日に減らせるCO2の量

●冷蔵庫の扉をすぐ閉めた。（6g）

●テレビなど家電製品を使わない時は、
主電源を切ったりプラグを抜いた。（79g）

●暖房の設定温度を1度低く（20度）した。
（121g）

●自動車やバイクを使わずに、徒歩・自転
車・バス・電車を利用した。（397g）

ISO／IEC17025試験所認定を取得

CO2削減運動
「エコライフDAY」を実施

工場見学会で
省エネシステムを紹介

Web Webサイトに2007年度出展展示会・セミ
ナー一覧を掲載しています。
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社会報告
お客様とともに

富士電機グループでは、品質方針に

基づき、商品企画から販売・サービスに

いたるあらゆる段階において、総力を

あげて品質向上に取り組んでいます。

この方針を踏まえ、さらなる品質向

上を図るため、毎年度「高信頼性活動グ

ループ指針」を掲げ、活動しています。

高信頼性活動の基本となるのは、「品

質に対する事業責任者の不退転の決

意」「高い技術力と技能力」、そして「従

業員全員の品質に対する意識」であ

り、グループ指針を一人ひとりの行動

につなげています。

富士電機グループの各製造拠点で

は、品質マネジメント体制の強化に向

けて、国際規格であるISO9001とISO／

TS16949の認証取得を推進していま

す。ISO／TS16949は、ISO9001をベー

スとした自動車産業向け品質マネジ

メントシステムの国際規格です。

2007年10月現在、64のグループ関係

会社・事業所が認証を取得しています。

富士電機グループでは、「生産技

術」の体系を整理し、「品質」を生産技

術の一つの要素と捉えています。

生産技術の向上を推進するための

体制として、グループを横断した「生産

技術委員会」を設置するとともに、同委

員会の中に「品質保証部会」を設け、そ

の他の部会と連携しながらグループ

全体で品質向上に取り組んでいます。

「品質保証部会」は、グループ全体

の品質向上を担う組織として、開発・

設計から製造、出荷まで、あらゆる段

階で安定的かつ均一な品質水準を実

現し、お客様の満足に結びつける活動

を推進しています。グループを横断し

た取り組みとして、グループ各社の技

術を集結して課題の早期解決と技術

力の向上を図っています。

2007年度は、各事業所における設

計から出荷までの各プロセスの品質

活動の仕組みについて、品質保証部

会メンバーによる診断会を通じて、是

正・改善を図りました。

今後も、さらなる品質向上に向けて

この活動を継続するとともに、グルー

プ全体の技術力向上を図るため、技

術者教育プログラムの整備・充実に取

り組みます。

富士電機グループでは、以前から製

品安全に取り組んでおり、1996年には

「製品安全に関するガイドライン」を

策定し、設計段階でのリスクの検証、

安全装置・機構の設置、ラベルや取扱

説明書での警告など、さまざまな視点

から製品の安全性向上に努めてきま

した。

2008年度には、経済産業省の「製品

安全自主行動計画策定のためのガイ

ドライン」を受けて、「富士電機グルー

プ製品安全に関する自主行動計画」を

新たに策定しました。

また、事故などの緊急事態が発生し

た場合には、対応体制や指示系統な

どのルールを定めた「緊急時対応要

領」によって、海外も含めたグループ

全体で対応できるよう備えています。

コールセンターでは、電話とWebサ

イトを通じて、24時間お客様の声を受

け付けています。

2007年度の受付件数（富士電機リ

テイルシステムズ品を除く）は3,578件

で年々増加傾向にあります。

受付内容の上位は「製品の操作方

法など技術的なお問い合わせ」が約4

割を占めていますが、さまざまな疑問

やお問い合わせに対して、迅速に回答

できる体制を整えています。

富士電機リテイルシステムズの製品

については、その製品の特性上、年間

のサービス受付が30万件を超えてお

り、きめ細かく丁寧に対応しています。

TOPICS

富士電機システムズでは、2007年度から全社品質

セミナー「失敗を活かす研修会」を年4回実施してい

ます。社内での失敗事例を参考にプロジェクト管理

の急所、部品寿命設計の考え方、調達における品質

管理の基本、物理、化学現象面からのリスク検討な

どの重要性を学びました。失敗の真の原因を技術

的な側面だけでなく、仕事の進め方や組織的な失敗として捉え直して社内で共有

することで、類似の失敗の未然防止につなげる風土の醸成に努めています。

全社品質セミナー「失敗を活かす研修
会」の様子

製品安全に関する基本方針
富士電機グループは、企業行動憲章に掲
げた「社会に役立つ安全で優れた製品・
サービスを提供し、顧客の満足と信頼を得
ます」を基本に、お客様に安全と安心をお
届けすることが、企業の社会的責任の一つ
であるとの認識に立ち、製品安全に関する
自主行動計画を定め、誠実に製品安全の
確保と対応に努めます。

1.法令の遵守
（1）製品安全に関する国内外の諸法令・安全
規格および自主基準を遵守します。

（2）従業員に対しては、周知徹底を図るために
教育・研修を実施します。

2.製品安全確保のための品質保証体制の確立
（1）製品安全を確保するため、製品企画から
製品廃棄に至る製品ライフサイクルにお
いて、適切な品質管理を行い、その向上に
努めます。

3.製品安全設計の実現
（1）開発・設計段階から「安全性の作り込み」
を重視し、製品ライフサイクルのあらゆる
側面から製品事故発生のリスクを洗い出
し、そのリスクを評価し、本質的な製品安
全設計の実現に努めます。

（2）製品を安全に使用していただくために、
製品や取扱説明書等に必要な注意喚起
の表示を行い、製品事故の未然防止に努
めます。

4.製品事故への対応
（1）製品に関わる事故について、速やかにその

情報を収集できる体制の構築に努めます。

（2）重大製品事故が発生したときは、法令に基
づき、速やかに官庁等に報告を行うととも
に、お客様に対する適切な情報開示に努
めます。

（3）製品事故に関し、必要と認められるときに
は、危害の発生・拡大防止のために製品の
回収や修理等の措置を講じます。

（4）製品事故の原因追究を行い、再発防止に
努めます。

5.製品安全の維持・向上
（1）製品安全の確保、製品事故への対応を実
施し、内部監査等の定期的なモニタリング
を行い、その実効性確保に向け継続的な
改善を行うことにより、「製品安全確保」の
企業文化を確立し維持・向上に努めます。

富士電機グループ製品安全に
関する自主行動計画（2008年6月）

家電製品の対応について

富士電機グループでは、昭和50年代前半頃まで扇風機やエアコンなどの家電

製品を製造・販売していました（現在これらの事業は行っておりません）。2007年

は、長期間使用による部品劣化が原因と思われる、古い扇風機の発煙・発火など

の事故がありました。これを受けて、富士電機グループではホームページにて、

使用に関する注意喚起に加え、使用中止の呼び掛けを行いました。なお当社製

品では、2件の発煙事故がお客様から報告され、それぞれ所定の手続きにより、

独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）および業界団体である日本電機工

業会に報告しています。

1.品質方針
グループで生産・販売する製品・サービス
は、すべて顧客満足の得られる業界最高
の品質水準を確保しなければならない。

2.目標
「社会的存在価値の高い企業グループ」
を目指し、社会的役割や責任を自覚し、
社会からの信頼を高め、社会に有用な
製品・サービスを提供し続ける。
「顧客の信用・信頼を失墜する事故・ク
レーム0件」「全数良品」を達成する。

3.活動の基本
（1）事業責任者の強い意志
（2）全員の品質に対する拘り
（3）技術・技能の向上

富士電機グループ 品質方針
（1970年制定／2008年改定）

生
産
技
術
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質
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と
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術

設
計
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製
造
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術
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の
管
理
と
シ
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ム
に
関
す
る
技
術

原
価
低
減
を
図
る
技
術

製
品
安
全
に
関
す
る
技
術

生産技術の範囲

商品企画

設計

試作

製造設備

製造

試験・検査

出荷

顧客サービス

商品廃棄

各事業会社

社長

生産技術推進部門生産技術推進部門

富士電機
ホールディングス

社長

生産技術委員会

品質保証部会

ものつくり部会

設計技術部会

技術標準化部会

生産技術
取りまとめ責任者

（生産技術委員会委員）

生産技術
取りまとめ責任者

（生産技術委員会委員）

工場
（工場・関係会社）
のメンバー

生産技術体制と品質保証部会
失敗を前向きに活かす風土を醸成

コールセンターへの問い合わせ内容は
Webサイトに掲載しています。

製品の品質保証 

品質保証に関する基本的な考え方

生産技術と品質保証の推進体制

品質向上に向けた取り組み

製品の安全性の確保

お客様との
コミュニケーション

コールセンターの活動

商品の企画から製造、販売・サービスにいたるあらゆる段階で、
お客様の信頼に応える品質を追求するともに、
きめ細かなコミュニケーションを通じて、満足度の向上に努めています。

Web

品質に関する
国際規格の認証取得
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社会報告
サプライヤーとともに

富士電機グループは、すべてのサ

プライヤーと公平かつ対等な立場に

立って、より良きパートナーシップを

築くとともに、長期的な観点から、相

互信頼関係を維持・向上するよう努め

ています。

2007年度には「富士電機グループ

購買方針」を見直し、「社会（人権・労

働など）」分野を新たに追加し、改めて

調達に関する基本方針やCSRにおけ

る要請事項（富士電機グループが定

めたCSR項目）を明確にしました。

サプライヤーに対しては、こうした

当社グループの方針を理解いただ

き、連携して推進していきます。

（社）電子情報技術産業協会（JEITA）

は、「サプライチェーンCSR推進ガイド

ブック」を2006年8月に制定・公開しま

した。このガイドブックには、企業が

CSRを推進するうえで考慮すべき項目

が網羅されており、サプライチェーン

全体でCSRを展開するために、サプラ

イヤーに展開する調査票フォーマット

として活用することができます。

富士電機グループでは、上記ガイド

ブックに準拠した調査票をすでに作

成しており、今後はサプライヤーに対

し実態調査すると同時に、一層のCSR

の取り組みを要請していきます。

富士電機グループでは、グリーン調

達を環境保全活動の重要な取り組み

と位置づけており、1998年に「富士電

機グループ・グリーン調達ガイドライ

ン」を策定しました。サプライヤーに対

しては、ガイドラインに定めた基準の

達成を求め、サプライヤー選定基準の

一つとして活用してきました。

2007年10月には、このガイドライン

を第3版として改訂しました。お客様か

らの要請やRoHS指令などの法規制に

対応し、サプライチェーン全体で製品

に含まれる化学物質を適切に管理し

ていくために、サプライヤーへの要求

事項として、製品含有化学物質の管理

体制の構築を追加しました。

今後も引き続き、このガイドライン

を基本として、サプライヤーへの要

請、確認、指導を進めていきます。

富士電機ホールディングスの総株

主数は、2008年3月末で約50,200人

です。

所有者別株式分布状況は、金融機

関・証券会社が45.7%、その他の国内

法人が18.0%、外国法人等が15.4%、

個人・その他が20.9%となっています。

富士電機グループは、グループの収

益力向上により株主資本の充実を図

り、経営基盤を強化し、将来の成長に

必要な研究開発投資や設備投資のた

めの内部留保を確保するとともに、株

主の皆様に利益還元を図ることを基

本方針としています。

株主への利益還元については、安

定的、継続的に配当することを基本と

し、また、自己株式の取得を、経営環境

およびキャッシュ・フローの状況など

に応じて、機動的に行う利益還元策と

位置づけています。

2007年度の期末配当は1株当たり4

円とし、中間配当4円を含めて年間8円

を配当しました。

富士電機グループのIR活動は、四半

期ごとの決算説明会をはじめ、経営方

針説明会や事業説明会、役員による投

資家訪問など、国内外の機関投資家・

アナリストを対象に継続的な情報開

示を行っています。

2007年度の機関投資家・アナリスト

との面談件数は、取材対応と当社から

の訪問を合わせて年間300件を超え

ました。

個人投資家向けのIR活動としては、

2006年度より株主総会終了後に経営

方針説明会を開催しています。

また、2007年度は新たな取り組みと

して、関西地区で経営方針説明会を

開催し、また、製品やものづくりの現場

に接していただくことで、事業内容へ

の理解や親近感を深めていただくこ

とを目的に、富士電機リテイルシステ

ムズ埼玉工場で工場見学会を開催し

ました。

さらに、個人株主の拡大を目的とし

て、証券取引所主催の個人投資家向

け説明会などにも積極的に参加し、名

古屋、福岡など各地で個人投資家との

対話を進めています。

このほか、タイムリーかつ公平な情

報開示を推進するため、IRサイトの充

実を図っています。2008年度には新

たに個人投資家向けページを設ける

など、分かりやすい情報開示に取り組

んでいきます。

富士電機グループの調達活動は、“公正

な取引”を行動指針とし、品質・価格・納

期・サービスともに優れた競争力を持ち

且つ企業の社会的責任に配慮している

取引先様を、日本国内はもとより広く世界

に求めています。そして、すべての取引先

様と公平・公正で国内外無差別の自由な

競争による取引を通じて、より良きパート

ナーシップを築き、相互理解を深め、協力

関係の維持向上に努めています。

●取引先様の選定

富士電機グループの調達活動は、国内外

無差別の自由な競争による取引を根本

に据え、新しい取引先様に対しても常に

門戸を開いています。そのためにも、取

引先様からの問い合わせに対して誠実

に対応し、取引に必要な情報を提供致し

ます。富士電機グループの取引先様の選

定は、品質・価格・納期・供給の安定性・環

境への配慮などを総合的に検討した結果

に基づいて、決定致します。

●情報の信頼性

富士電機グループは、取引先様より提供

頂いた見積や購入に関する情報を自社

内の同種のものと 同等に厳格に管理し、

機密の保持に努めます。

●CSRに配慮した調達活動の推進

富士電機グループは、取引先様とともに

人権・労働、安全衛生、環境、公正取引・倫

理、品質・安全性、情報セキュリティ、社会

貢献などCSRに配慮した調達活動を推進

します。

富士電機グループ 購買方針

金融機関・
証券会社
45.7%

個人・
その他
20.9%

その他の
国内法人
18.0%

外国法人等
15.4%

所有者別株式分布状況（2008年3月末）

（年度）2004

5.00

10.69

0

（単位：円）

2003

5.00
7.46 7.00

25.70

2005 2006

32.37

8.00

2007

23.49

8.00

30.00

20.00

10.00

1株当たり配当額 1株当たり当期純利益

1株当たりの配当額と
当期純利益の推移

経営方針説明会

アニュアルレポート

調達に関する基本方針

“公正な取引“を基本に、法令に則した適正な取引を行うとともに、
サプライヤーとのコミュニケーションを深め、
共通の価値観のもと、サプライチェーン全体でのCSRを推進しています。

社会報告
株主・投資家とともに
機関投資家、個人投資家を問わず、
積極的な対話と情報開示を進めるとともに、
安定的、継続的な利益還元に努めています。

株主構成

グリーン調達の推進

調達におけるCSRの推進

配当に関する方針と
実施状況

株主・投資家との対話

Web 資材調達Webサイト
http://www.fujielectric.co.jp/
company/contents_03_01.html

Web 取引先様に取組みをお願いする
「富士電機グループが定めたCSR項目」
http://www.fujielectric.co.jp/company/
contents_csr.html
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社会報告
従業員とともに

富士電機グループでは、「企業行動

憲章」に「人の尊重」を掲げ、すべての

人との関係において、基本的人権を尊

重することを明記しています。「企業行

動憲章」は、3ヶ国語（日・英・中）で冊子

を発行しており、この基本的な考え方

に基づいて、入社時や課長・部長への

就任時など、キャリアの節目で人権に

関する啓発教育を行っています。

また、人権週間時には、東京人権

啓発企業連絡会が行う人権啓発標語

の募集に対し、全国のグループ拠点

から標語を募ることで、グループ全体

での人権意識の高揚に努めています

（2007年度応募数2,267件）。

富士電機グループは、人材活性化の

観点から、多様な人材の採用、女性の

活躍支援、高齢者雇用の推進、ワーク・

ライフ・バランスに取り組んでいます。

「団塊世代の大量退職」および「多

様な人材の確保」への対応から、新

卒採用は女性、外国人学生に積極的

にPRを行い、2007年度は213名中、

女性48名、外国人25名（大卒採用実

績）の採用を、キャリア採用について

は144名の採用を行いました。2008

年度（計画）についても、人材多様性

に向け、女性、外国人、キャリア採用

を積極的に図ることとし、新卒総数と

して247名の大卒（前年度比16%増）

と150名のキャリア採用を計画して

います。

富士電機グループは、2004年度か

ら国内グループでの障がい者雇用率

を開示しています。また、2006年度に

は雇用拡充計画を策定して事業会社・

関係会社ごとの目標雇用率を定め、グ

ループ全体で障がい者雇用の促進に

取り組んできました。

その結果、それまで1.5%程度であっ

た雇用率が2008年4月には1.94%と法

定雇用率（1.8%）を超えることができ

ました。

特に、業界に先駆けて1994年に設

立した特例子会社「富士電機フロン

ティア」では、4事業所に57名の障が

い者が従業員として在籍しており、清

掃、製本、社内メール配送、自動販売

機や受配電機器製品の部品組立など

を行っています。また、同社は養護学

校の教師・生徒の実習・見学の受け入

れなど、障がい者の雇用・自立に向け

た支援も広く行っています。

団塊世代の大量退職や少子高齢化

が進むなか、企業にとって、女性の能

力を最大限に活かすことが、重要な経

営課題となっています。

こうした認識のもと、人材活性化施

策の一環として、2006年2月に富士電

機ホールディングス社長直轄で「女性

活躍推進室」を設置しました。

2007年度、同推進室では、意欲ある

女性従業員の成長・活躍支援を目的

に、女性従業員対象のキャリア開発研

修や全管理職対象の女性活躍推進を

テーマとしたマネジメント研修を実

施しました。また、育児休職者の復職

支援制度導入や、相談室開設など、制

度・教育両面から女性が活躍できる環

境づくりを進めています。

富士電機グループは、2001年度に

「選択制定年延長制度」を導入しまし

たが、利用者が少ない実態を踏まえ、

2006年度に制度を見直しました。

2007年度に実施した57歳到達者の

面談では、これまで平均8%前後であっ

た定年延長選択率が、50%近くまで向上

しました。引き続き、さらなる選択率向上

を目指して周知徹底を図っていきます。

従業員が、仕事と生活の両立を実

現できるよう、「育児・介護に関する

休職制度や短縮勤務制度」「傷病、介

護、ボランティア等に使える積立休暇

制度」などを整備しています。

2007年度は、①育児休職の夫婦同

時取得、②育児に関する短縮勤務制

度の期間延長(小学3年生3月末まで)

などの制度を新たに導入しました。

その結果、2007年度の制度利用者

数は育児休職155人、介護休職4人、

時間短縮74人となりました。

今後も、働き方の改革に向けた制

度の拡充などを積極的に推進してい

きます。

富士電機グループは、従業員の能

力開発の充実と教育投資の強化をグ

ループ経営の重要な方針として位置づ

け、「富士電機グループが求める人材

像」を人材育成理念に掲げています。

富士電機グループでは、2004年度

から「成果実績重視」「仕事の価値に

応じた処遇」を理念とした人事処遇制

度を実施しており、2007年度に一部見

直しました。

見直しにあたっては、富士電機グ

ループの求める成果概念である「業務

遂行成果」と「結果に結びつくプロセス」

の両面からの評価要素を堅持しつつ、

それぞれの評価要素がより鮮明に処遇

に反映するよう制度を補強しました。

また、制度主旨に基づいた運営を徹

底するため、管理者を対象とした説明

会や研修を実施し、評価・面談の質

的レベルアップを図っています。

従業員の教育・研修については、

①階層別研修、②選抜研修(若手リー

ダー・課長層・部長層)、③技術部門・

営業部門・管理部門などの専門教育

に体系化しています。

選抜研修は、1995年から順次、部長

層・課長層・若手リーダークラスを対

象に実施しています。毎年約90名の修

了者を輩出し、これまでの受講者は延

べ467名に達しました。

『高いエンプロイヤビリティを有するプ
ロフェッショナルな人材』として、

1. 極めて高度な専門性

2. 強力なリーダーシップ

3. グローバルセンスを保持し、
不断に啓発に取り組む人材

富士電機グループが求める
人材像

高卒

（単位：人）
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大卒計

高専卒
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（注1） 雇用数は、法定雇用率算定用数値
（注2） 2008年度は、4月1日時点

選択制定年延長制度改訂の概要

定年年齢 60歳か65歳

項目 従前 改善後

選択時期 55歳時に
面談

処遇水準

60～65歳の
各年齢の
いずれか

57歳時に
面談
59歳時に
最終確認

～60歳:
100％
60歳～:
60％水準

56歳:
～85％
60歳:
～50％程度

人権の尊重

人権の尊重と多様性への配慮を基本に、公正な雇用・処遇に努めるとともに
職場の安全や心身の健康維持に配慮し、
従業員一人ひとりが快適に働ける環境を整備していきます。

多様性の尊重

人材確保
女性の活躍支援

障がい者雇用の推進

高齢者雇用の推進

人材育成

人材育成に関する基本的な考え方

処遇制度

教育・研修制度

ワーク・ライフ・バランス

Web 詳細はWebサイトに掲載しています。

Web 詳細はWebサイトに掲載しています。
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社会報告
地域社会とともに

社会報告

従業員とともに

技術教育は、OJTを基本としながらも

基礎技術教育、競争の源泉となる中核

技術者向けのコア技術教育、若手技術

者の技術の視点を広げるリーダー教

育などを実施し、ものづくり企業として

の技術力強化を図っています。

技能者教育は、技能系新入社員に対

して、専門の設備・スタッフを配置した

技能研修センター(四日市市)で1年間の

専門教育を行っており、2007年度は約

70名に対し4コースで実施しました。ま

た、製造拠点ごとに、個々人の技能レベ

ルに応じた教育を計画的に実施し、技

能レベルの維持・向上を図っています。

富士電機グループでは、従業員が安

心して業務を遂行できるよう、グルー

プ各社が責任を持って職場の安全・衛

生に取り組んでいます。

その一方で、グループ全体での連携

を図るため、2004年3月に「グループ安

全衛生推進委員会」を設置しました。同

委員会は、年度ごとの「グループ安全

衛生管理方針」を定めるとともに、安全

衛生に関する法令遵守の徹底などに

取り組んでいます。

2007年度は、左記を重点項目として、

リスクアセスメントの強化に向けた教

育を実施したほか、「グループ現地安全

会議」を12回開催し、災害事例や安全

衛生情報などの共有化を図りました。

今後は、こうした取り組みに加え、安

全教育の活性化や安全パトロールの

強化を推進していきます。

富士電機グループでは、従業員が心

身ともに健康で、快適に働ける環境づ

くりに取り組んでいます。

 特に、メンタルヘルスについては

「グループ安全衛生管理方針」の重点

項目に掲げ、管理者教育やセルフケア

研修などを実施しています。

富士電機グループでは、2003年10月

の純粋持株会社制移行を機に、労働組

合も基本的に各グループ会社に対応

して分割・再編されました。

労使協議は、グループ共通の経営課

題および労働条件に関わる事項と個々

の企業に関わる経営課題や労働条件

とを分けて協議できるよう、労働協約

を整理しています。

 2007年度は、「富士電機グループ人

事処遇制度の一部見直し」についてグ

ループ労働政策企画委員会で労使協

議を行い、2008年4月からの制度変更

を決定しました。2008年度は、ワーク・

ライフ・バランスのあり方や多様な働

き方につながる各種制度の拡充につ

いての労使委員会を設置し、議論を

行っていく予定です。

富士電機グループは、「企業行動憲

章」に定める「社会との協調・貢献」の基

本方針に基づき、地球社会・地域社会の

一員として、グローバルな視点と地域の

文化・慣習を尊重し、協調・融和に努め

ながら事業活動を推進しています。

また、工場がある熊本県で、資金の

提供や社員によるボランティア活動を

通じて、地域の里山再生活動をサポー

トしています（写真右）。さらに、富士

電機グループの労働組合が主催する

富士山の清掃活動に、グループ社員

とその家族230人が参加し、1.5トント

ラック3台分のごみを回収しました。

このように、地域社会のニーズを積

極的に把握し、地域の活動に自発的

に参加・協力してコミュニケーション

を深めることで、社会に信頼される企

業グループを目指していきます。

富士電機グループは、社会貢献活動

を重要な企業活動の一つと捉え、公共

性と必要性を十分に考慮したうえで、

学術・文化・スポーツ活動などへの支

援や寄付、大規模災害への支援など、

幅広い分野に資金協力しています。

資金協力の対象としては、「学校

教育振興」「科学技術振興」「文化・ス

ポーツ振興」「国際行事交流」「社会福

祉・医学振興」「地域社会活動」を重点

分野としています。

2007年度の主な地域貢献活動
1. 重大・頻発災害防止策の徹底
2. リスクアセスメントの強化
3. メンタルヘルス対策の充実
4. 生活習慣病対策・過重労働による
健康障害防止対策の強化
5.アスベスト関連への適切な対応
6.安全衛生管理体制の強化

2007年度の安全・衛生重点項目

2.00

1.50

1.00

0

0.50

20042003 （年）2006 20072005

休業災害発生度数の推移
富士電機グループ
電気機器産業 全産業

0.18
0.29

0.110.120.10

0.37 0.390.400.390.35

1.78 1.85
1.95 1.90

1.83

寄付金の内訳
学校教育振興

66.4%
地域社会活動 1.8%

国際行事交流 4.8%

文化・スポーツ振興
15.2%

科学技術振興 9.9%

社会福祉・医学振興 
1.9%

活動内容 具体的な活動内容 実施拠点

国
内

お祭りなどの
イベントの
開催や協賛

その他

寄付金や奨学
金、製品寄贈

海
外

従業員、家族、地域住民を対象に工場敷地内で
「富士電機コミュニティフェスティバル」を開催

従業員、家族、地域住民を対象に工場敷地内で
「わくわくフェスティバル」を開催

山梨県南アルプス市で行われる
「桃源郷マラソン大会」に協賛（写真右）

年4回、松本事業所周辺の緑地帯整備を
全従業員190人が清掃

地域の清掃活動に社員が参加（写真右）

仙台市の泉ヶ岳を社員とその家族88人が清掃

従業員家族と地域住民を対象とした工場見学会を
開催、約500人が参加

地域の中学生や高校生の職場体験学習を受け入れ

地域の小学校へ全社員が寄付金を送付（写真右）

地域住民に、工場の福利厚生施設である
健康増進センター（年間延べ6,600人が利用）を開放

地域防災への貢献が認められ、関東甲信越地区危険物
安全協会連合会長から感謝状を受ける（写真右）

清掃活動

工場見学や
ものつくり
指導

富士電機システムズ（株）
東京工場

富士電機デバイス
テクノロジー（株）松本事業所

富士電機デバイス
テクノロジー（株）山梨事業所

富士電機ハイテック（株）

富士電機リテイル
システムズ（株）本社地区

東北地区の富士電機
グループ各社（9社）

（株）大町富士

信州富士電機（株）

富士電機リテイルシステムズ
（株）三重事業所

富士電機機器制御（株）
吹上事業所

富士電機馬達大連社

2007年度の主な地域貢献活動

「桃源郷マラソン大会」への協賛（富士電機デバイス
テクノロジー山梨事業所）

事業所周辺の清掃活動（富士電機リテイルシステ
ムズ本社地区）

関東甲信越地区危険物安全協会連合会長からの感
謝状授与式（富士電機機器制御吹上事業所）

寄付金を送った小学校の生徒たち（富士電機馬達大
連社）

熊本県の里山再生活動（富士電機グループ）。赤牛放
牧用の電柵の電源には富士電機システムズの太陽
電池が使われています。

労働安全衛生の基本方針

安全衛生

健康管理とメンタルヘルスケア

労働組合との関係

地域貢献活動 資金協力

地球社会の良き企業市民として、
地域に密着した社会貢献活動を実践していきます。

Web 詳細はWebサイトに掲載しています。

Web 詳細はWebサイトに掲載しています。
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に応えるため、セグメント責任者は持株会社の取締役を兼

任することとしました。

一方、社外役員の積極的な招聘による経営の透明性・監

視・監督機能を高めた規律ある経営システムおよび監査役

設置型の機関設計には変更ありません。

富士電機グループでは、役員・従業員が法令を遵守し、高

い社会良識をもった行動をしていくための指針として、1992

年から「富士電機企業行動憲章」を制定しています。

また、持株会社の代表取締役を委員長とする「富士電機グ

ループ遵法推進委員会」を設置し、法令・社会規範の遵守の

徹底を図っています。

富士電機グループは、2003年10月から「事業分野毎の自

己責任経営」「事業特性や環境変化に即した機動的・スピー

ディーな事業運営」を目的として、純粋持株会社制に移行し、

経営と事業執行を分離したグループ経営体制を構築しまし

た。これによって、事業会社の自律的な取り組みによる収益

力の回復が図れましたが、一方で「ステークホルダーの皆様

と事業執行との距離の広がりによるコミュニケーション・

ギャップ」「グループ全体の視点に立った事業開発・再編の

遅れ」「複数の事業会社に跨る施策スピードの低下」といっ

たデメリットも顕在化してきました。

こうした状況を踏まえ、これまで「経営と事業執行の分離」

の観点から持株会社・事業会社間の取締役兼任は行わない

こととしていましたが、ステークホルダーへの説明責任の強

化、持株会社取締役会の事業執行に対する監督強化の要請

業務の適正を確保するための内部統制システムの整備

に関する基本方針に基づき、コンプライアンスに関する取り

組みを体系化した「富士電機グループコンプライアンス規

程」を2006年度に制定しました。これらに基づくコンプライ

アンス・プログラムによって、規制・法令ごとに社内ルールの

整備、監視、監査、教育の各側面における役割と責任を明確

にし、取り組みの強化を図っています。

2007年度には、海外子会社を対象とした海外コンプライ

アンス・プログラムを策定し、海外におけるコンプライアン

スに関する取り組みを強化しています。

コンプライアンス体制整備の一環として、法令や社内ルー

ルに対する違反行為の未然防止、早期発見を目的として2004

年10月から「企業倫理ヘルプライン制度」を導入しています。

この制度は、国内外のグループ従業員が、会社の業務に

関連して、法令違反や社内ルール違反、またはそのおそれ

のある事実を発見しながら、何らかの事情で報告しにくい、

あるいは報告しても受け入れられないような場合に、通常

の業務ラインとは独立したルートを通じて、グループの経営

責任者である富士電機ホールディングスの社長に通報でき

るというものです。

通報は、電話、ファックス、電子メール、封書で受け付けて

おり、通報者がそのことによって不利益な取り扱いや報復・

差別を受けないことを保証し、報復・差別行為ととられる言

動に対しては、会社が厳正に対処することとしています。

富士電機グループは、2006年5月に策定した「富士電機グ

ループリスク管理規程」に基づいて、グループを取り巻くリ

スクを組織的・体系的に管理しています。

また、大規模自然災害、重大な人身・製品事故などの緊急

事態の発生に対処するために、「富士電機グループ緊急時

対応要領」を2005年に策定し、危機管理担当役員を定め、連

絡ルート、対策本部の体制などの要領を整備しました。さら

に、「大規模災害対策ガイドライン」「海外緊急事態対応ガイ

ドライン」なども作成しています。

富士電機グループは、知的財産価値の創出とその増大に

向け、事業戦略とR&D戦略に連携した「知的財産戦略」を設

定し、事業に貢献できる知的財産業務を推進しています。

また、パテント・ポートフォリオの把握・改善や研究開発や

事業展開の種々の段階における他社の権利侵害について

も適切に行動するよう努めています。

2007年度は、知財活動として注力すべき分野（戦略分野）

および戦略テーマの見直しを実施するとともに、有効な特

許の権利化と、第三者特許の調査の拡充を実施しました。

2008年度は、戦略分野での出願や調査のさらなる強化を

図り、中期経営計画で目標と定めている「特別戦略特許100

件」の計画的な出願を進めていきます。

富士電機グループは、機密情報や個人情報を保護するた

めに、社内規程の整備や従業員への教育をはじめとする各

種の対策を実施してきました。特に、機密情報や個人情報を

取り扱うことの多いグループ会社では、ISMS認証やプライバ

シーマーク認定を取得しています。

2007年度は、IT監査にITリスク管理（障害、災害対応）の確

認事項を盛り込みました。また、情報セキュリティおよび個

人情報保護に関する規程・基準の中国語（翻訳）版を作成

し、中国（香港含む）の関係会社26社に展開しました。今後

は、英語版の作成・展開を予定しています。

持株会社

事業会社群

各中核事業会社

選任

提案、報告

審議
報告

監査 連携
監督 監査

選任 選任

エグゼクティブコミッティ（3）

経営会議

株主総会

常勤取締役
エグゼクティブオフィサー
中核事業会社 取締役社長

取締役会（1） 監査役会（2）

各グループ委員会（4）
（遵法推進委員会など）

会計監査人

監査役（2） 会計監査人

取締役社長

常勤監査役

（1）取締役・取締役会

経営責任と環境変化への迅速な対応を図るため、任期は1年

とし、持株会社には外部より取締役3名を招聘するとともに、

セグメント責任者が取締役を兼任することとしています。

（2）監査役・監査役会

経営に対する監査機能を充実させるため、持株会社の監査

役5名のうち3名は社外監査役を招聘しています。また、持株

会社のグループに対する監査機能を強化するため、各中核

事業会社の監査役のうち1名は持株会社の監査役が非常勤

監査役として兼務しています。             

（3）エグゼクティブコミッティ

持株会社の取締役社長の諮問機関として月2回開催され、グ

ループ全体の経営戦略などに関する審議・報告や、経営状況

の定期的なモニタリングに必要な報告を行っています。

（4）グループ委員会

遵法・コンプライアンス、労働・人権、品質・安全、環境など、さ

まざまな課題についてグループ横断的に推進するため、専門

分野ごとに設置・運営される組織です。

コーポレート・ガバナンス体制

ISMS認証
取得会社

プライバシーマーク
認定取得会社

ISMS認証・プライバシーマーク認定取得会社

富士電機グループの
情報セキュリティ・個人情報保護に関する規程・基準

富士アイティ（株）

富士電機ITソリューション（株）

富士電機システムズ（株）
（プラント営業本部サービス事業支援統括部コールセンター）

富士電機システムズ（株）
（制御システム本部行政情報営業統括部）

富士電機情報サービス（株）（情報SI事業部門）

富士電機システムズ（株）

富士電機情報サービス（株）

情報セキュリティ
● 情報セキュリティポリシー　● 情報取扱利用者基準

個人情報保護
● 個人情報保護規程　● 個人情報取扱基準

内部監査部門

内部監査部門

取締役会（1） 

取締役社長 経営会議メンバー

コンプライアンスに関する方針・体制

グループガバナンスの強化

企業倫理へルプライン

リスク管理体制

知的財産の保護

情報セキュリティ

マネジメント体制

コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメント

コンプライアンス
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第三者意見 第三者評価

富士電機グループは、NPO法人環境経営学会 環境経営格付

機構による「サステナブル経営格付」を5年継続して受けてい

ます。サステナブル経営格付は、「経営」「環境」「社会」の3分

野・19項目について「戦略」「仕組み」「成果」を評価するもの

で、結果は「格付の木（Rating Tree）」で示されます。審査にあ

たっては、格付委員が直接企業を訪問し、経営責任者や環境担

当者などと対話しながら行います。

2007年度の当社グループの評価は、経営分野では経営と執

行の分離、社外取締役、社外監査役の独立性の確保、社会分野

の就業の継続性が評価されました。一方、環境分野の温暖化

防止への取り組みでは課題を残し、社会分野のCSR調達では

進展度が不十分となっています。

今後は、政府の環境施策の大綱を定めている「第三次環境

基本計画」で目指している社会の実現に向けて、環境とともに

歴史や文化の保全に取り組み、次世代に引き継ぐとともに、当

社グループの環境経営の目的である「製品・サービスを通じて

社会に積極的に貢献する」という理念を追求していきます。

昨年の第三者意見では、地球環境問題の深刻化・社会的関

心の高まりのなかで富士電機グループの環境の取り組みの意

義を中心に意見を述べさせていただきました。今年はミャン

マーのサイクロン、米国中西部や中国の洪水などにみる異常

気象の激化、マスコミ報道の充実などから一段と気候変動に

対する危機意識が強まっています。EUではすでに昨年から

2020年までにCO2排出量の20％削減など、中長期目標を発表

し、再生可能エネルギーの積極的拡大や、排出権取引で世界

的に先行しています。京都議定書から離脱した米国でも、地方

政府レベルでは温暖化対策に熱心で、大統領候補はいずれも

温暖化対策に積極的な姿勢を示しています。日本でも今年の7

月の洞爺湖サミットの直前に「2050年までに日本のCO2排出量

を60～80％削減する」という福田ビジョンが発表され、技術開

発や社会システムなどあらゆる面で低炭素化社会構築に向け

て大きく日本社会の舵を切ることが期待されます。

こうした状況下で、今年度の報告書では富士電機グループ

の「環境への取り組み」が大きく進展したことは高く評価されま

す。昨年までの富士電機グループの「環境への取り組み」は、内

部統制的に環境マネジメントシステムをきちんと構築し実行

しチェックするというPDCAサイクルに環境配慮型製品の代表

例を紹介する、といういわば「守りの環境」の取り組みという印

象でした。

しかし、今年の「地球温暖化への対応」では、経営戦略の一

環として積極的な「攻め」の温暖化対策に大転換していること

が伺われます。最大の特徴は本業 省エネデバイス・電子

機器の開発・供給――の地球温暖化問題への寄与を明確に認

識し企業戦略として位置づけたことです。そして「事業活動と

環境負荷の相関」にあるように部門ごとの重要な環境負荷を

特徴づけてその目標と実績を図式化したのは説明責任の面か

らも評価できます。

富士電機グループは、その本業を通じて、エネルギー需要と

エネルギー供給の両面でCO2排出削減に貢献できる力があり

ます。そのことを自覚し、戦略として明示化したことはCSRのみ

ならず企業戦略として望ましいことです。また、多くの日本企業

に先駆けてCO2削減目標を原単位から総排出量にしたことはポ

スト京都議定書の枠組みをにらんで、必要不可欠な対策です。

さらに、製品戦略では品質と環境を統合する姿勢も注目に

値します。電力や下水処理などの大型インフラに関わる製品

の場合、環境負荷削減だけでなく安全性確保も社会的には極

めて重要なポイントです。両面を別々にではなく統合して評価

するという戦略は今後のCSR対策として重要な意味があること

だと考えます。

以上のように環境対策面では大幅な進捗が見られ、これは

今後の低炭素社会における富士電機グループの貢献の道筋

を明らかにしたものと評価できます。この道筋にそってどのよ

うに中長期の具体的な目標を提示し、その進捗度合いをきち

んと報告していただくことを期待します。

一方で、社会面の動向については、伊藤社長の緒言で、社員

やステークホルダーコミュニケーションについての言及があ

り、経営的課題としても重要視している、ということが伺える一

方で、具体的な内容については改善の余地は大きいようです。

特に女性の活躍については、データでも女性の管理職などの

数値を開示してはどうでしょうか?また海外売り上げ比率が2割

です。多様性という視点からは海外の従業員の扱いや、海外の

事業に付随した人権配慮などについてもCSR戦略に位置づけ

る時期にあるものと考えます。今後は、環境を経営戦略に位置

づけたように、是非社会面も積極的な経営戦略として取り込む

ことを期待します。

当社は、3年連続で世界の代表的な社会的責任投資（SRI）株

価指標「ダウジョーンズ・サスティナビリティ・インデックス

（DSJI）」の構成銘柄に選定されました。このインデックスは

14ヶ国の資産運用会社で投資判断に活用されます。

2007年度は、世界2,511社に対してサスティナビリティ（持続

可能性）の観点から調査が行われ、318社が優良企業として選

定されました。このうち、日本企業は当社を含め36社でした。

毎年、選定企業が入れ替わるなかで、当社のCSRへの取り組

みが継続してグローバルに評価されたことは、今後のIR活動に

も大いに役立つものと考えています。

日本経済新聞社が年に1度実施している「企業の環境経営

度調査」とは、環境対策と経営効率向上をいかに両立している

かを評価し、ランキングを公表するものです。

2007年度は520社が評価を受け、当社は70位という結果で

した。一昨年は115位、昨年85位と着実に改善しているものの、

レーダーチャートが示すように、海外を含めた販社などのデー

タの把握に課題を残しました。課題の克服を目指して、今後は

環境経営支援システム（FeSMART）の充実や環境巡回を通じ

たコミュニケーションの充実に取り組んでいきます。

サステナビリテイ日本フォーラム評議委員 
社会的責任投資フォーラム理事・運営委員
大和総研 経営戦略研究所 主任研究員

河口 真理子 氏

一橋大学大学院修士課程修了（公共経済
学、環境経営学専攻）。大和証券入社後、
大和総研に転籍、企業調査部を経て現在
経営戦略研究所主任研究員。
主な研究テーマは、環境経営、企業の環境
評価、環境会計、環境報告書、社会的責任
投資、企業の社会的責任。
東京都環境審議委員会委員、サステナビ
リテイ日本フォーラム評議委員、社会的責
任投資フォーラム理事、青山学院大学非
常勤講師。

持続可能な社会の実現に向けた現状の取り組みは、ご指摘

のとおり、主に国内拠点が中心です。今後は環境への取り組

みはもちろんのこと、富士電機グループで働く多様な人材が

世界各地で活躍し、社会に貢献できるよう、人材育成や社会

活動への参加を国内外で充実、活発化させていきたいと考

えています。新たに設けたCO2排出量削減については、必達

目標として取り組んでまいります。また、これらの活動を通じ

て、尊敬される企業グループを目指します。

ご意見をいただいて

富士電機ホールディングス　
富士電機グループCSR推進室室長
代表取締役副社長　中山 克志

100

0

50
海外を含めた

オフィス

温暖化対策 資源循環

汚染対策

富士電機　　　企業の平均

製品対策

運営体制／長期目標

環境経営格付機構
「サステナブル経営格付」

社会的責任投資（SRI）指数への組み入れ

日本経済新聞社「企業の環境経営度調査」
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Webサイトのみに掲載しているコンテンツ タイトル冊子ページ 大分類 

参考
事業会社Webサイト

【電機システム部門】
富士電機システム（株）
http://www.fesys.co.jp/
富士電機機器制御（株）
http://www.fujielectric.co.jp/fcs/jpn/

【電子デバイス部門】
富士電機デバイステクノロジー（株）
http://www.fujielectric.co.jp/fdt/

【リテイルシステム部門】
富士電機リテイルシステムズ（株）
http://www.frsys.co.jp/

【研究開発部門】
富士電機アドバンストテクノロジー（株）
http://www.fujielectric.co.jp/fat/

社会報告

※ Webサイトのみに掲載しているコンテンツの情報は、各ページにも記載しています。

P39

サプライヤーとともに
 富士電機グループ購買方針
 調達におけるCSRの推進

資材調達サイト
取引先様に取り組みをお願いする

「富士電機グループが定めたCSR項目」

P45-46マネジメント体制
コーポレート・ガバナンス
コンプライアンス
リスクマネジメント

P41-42

従業員とともに
 高齢者雇用の推進
 ワーク・ライフ・バランス
 教育・研修制度

選択制定年延長制度の見直し（詳細）
育児・介護に関わる諸制度（詳細）
研修体系

P3-8
富士電機グループの
概要・経営者緒言

社会の中の富士電機グループ
富士電機グループの概要
経営者緒言

P9-10編集方針 編集方針 GRIガイドライン対照表

P11-12グループ共通の取り組み 地球温暖化への対応

環境報告

P23 環境方針 富士電機グループ環境保護基本方針（全文）

P24 オフィスでの取り組み 「チーム・マイナス6％」に賛同した取り組み

P35 環境コミュニケーション 2007年度出展展示会・セミナー一覧表

P38 お客様とともに コールセンター問い合わせ内容

P40 株主・投資家とともに

P44 地域社会とともに 2007年度の主な地域貢献活動（詳細）

P13-22
各部門の品質・環境
への取り組み

「Safety」Webサイト
各種機械装置の安全規格に対応する

「セイフティ推進プロジェクト」を推進（P15） 

̶ アンケート 2007年アンケートの結果

本レポートの「Webサイト掲載情報」は、富士電機グループのWebサイトに掲載してい

ます。以下のURLからご覧いただくことができます（掲載内容を予告なく更新・改訂・削

除する可能性がありますので、あらかじめご了承ください）。

お問い合わせ先
富士電機ホールディングス株式会社

〒141-0032 東京都品川区大崎1丁目11番2号 ゲートシティ大崎イーストタワー
広報室 Tel 03-5435-7206　Fax 03-5435-7486

Webサイト掲載情報一覧表

http://www.fujielectric.co.jp/eco/index07.html

Web

Web
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http://www.fujielectric.co.jp/fcs/jpn/safety/
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents04_01.html
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents04_05_01.html
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents_sem.html
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents05_01_02.html#01
http://www.fujielectric.co.jp/company/contents_03_01.html
http://www.fujielectric.co.jp/company/contents_csr.html
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents05_03_03.html#02
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents05_03_02.html#01
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents05_03_03.html#01
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents_com.html
http://www.fujielectric.co.jp/eco/contents_an.html
http://www.fujielectric.co.jp/eco/index_gri.html



